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資料 1

ライフイノベーションWG 検討の視点

ライフイノベーション分野の規制・制度改革の検討にあたり、当

ワーキンググループでは、以下の検討の視点をもって医療・介護

にかかる個別の規制 口制度のあり方を検討する。

○ 大胆なパラダイムシフトを促すべき

/ 供給者目線から消費者目線へ ～患者・利用者の選択確保～

/ 中央集権から地方分権へ ～地域医療の推進～

/裁 量行政の事前規制から事後チェックヘ

○ 開かれた医療を実現すべき

/透 明性の高い医療・介護ヘ

/グ ローバリゼーションの促進

○ 産業としての競争力を強化すべき

/イ ノベーションによる国際競争力の強化

/事 業者の創意工夫によるサービス提供



検討テーマー覧 資料2
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検 討テーマの 評 価   (第 1回WG提示分) 資料3-1
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① 保険外併用療養 (いわゆる「混合診療」)の原則解禁 ○ ○ ○ ○ 1 0 6 4 2 1 3

② 一般用医薬品のインターネット等販売規制の緩和 〇 ○ ○ ○ 4 0 2 3 1 2 1

()一a 医行為の範囲の明確化 (診療看護師資格の新設 ) ○ ○ ○ ○ ○ 3 0 3 4 0 4

()―b
医行為の範囲の明確化 (介護職による痰の吸引、胃ろう処置の解
禁 )

〇 〇 ○ ○ ○ 2 1 1 4 2 1 3

④
再生医療の推進 (適用法令、臨床研究の在り方、PMDA審査体
制I)

○ ○ ○ ○ ○ 4 2 0 4 4 2 0 4

⑤
レセプト等医療データの利活用促進 (傷病名統一、診療年月日記
載など株式改善等 )

〇 〇 〇 〇 5 1 0 5 3 0 3

⑥ IC丁の活用促進 (遠隔医療、特定検診保健指導 ) ○ ○ ○ ○ 2 4 0 2 1 4 1 0

⑦
医療ツーリズムに係る査証発給要件等の緩和 (医療ビザ、外国人

医師の国内診療 )
○ ○ ○ 4 0 3 5 2 0 5

③
特別養護老人ホーム等への民間参入拡大 (運営主体規制の見直
し)

○ ○ ○ ○ 1 4 1 0 1 1

⑨ 介護施設の総量規制を後押ししている参酌標準の撤廃 〇 〇 〇 4 1 1 3 1 2

⑩ 訪間看護ステーションの開業要件の緩和(一人間業の解禁) ○ ○ ○ ○ 0 3 3 1 1

①

各種介護サービス類型における人員・設備に関する基準の緩和
(サービス提供責任者の配置基準、ユニット型施設の入所定員比

率目標等 )

○ ○ 〇 ○ ○ 1 3 2 -1 1 2 -1

⑫ 高齢者用パーソナルモビリティの公道での使用 ○ ○ 0 1 -5 0 4 -2

⑬
EPAに基づく看護師、介護士候補への配慮 (受験回数、試験問題
の英語表記or漢字へのルビ等 )

○ ○ ○ 〇 1 4 2 -1 4 1

=1.



【ライフイノベーション ①】
規制改革事項 保険外併用療養 (いわゆる「混合診療」)の原則解禁

規制の概要 保険診療と保険外診療の併用は原則として認められず (夕1外 :先

進医療等の評価療養費及び差額ベッド代等の選定療養費)、 併用

した場合、保険診療部分も含めて全額自己負担となる。

<根拠規程>健康保険法第 86条等の反対解釈 (係争中)

厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養 (告示)

賛成の意見 最新医療や患者の個別性に基づいた患者の治療の選択肢が

経済的に制限されている。

また、強制徴収される保険料の対価としての給付が受けられ

ないことになり、財産権の侵害にあたるとの指摘もある。

よつて、保険外併用療養 (いわゆる「混合診療」)を原則と

して認め、患者が自らの希望で自由に治療を選択できるよう

に制度を見直すべきである。

慎重な意見 保険外診療は、事前に有効性、安全性が認められていないた

めに保険外となっているものであり、かえつて、国民・患者

の健康が阻害されるおそれがあるのではないか。

新たな医療技術や画期的な新薬等を公的保険に組み入れよ

うとするインセンティブが働きにくくなり、その結果、公的

医療保険給付範囲が縮小する恐れがあるのではないか。

国民が必要とする医療は全て保険収載すべきではないか。

混合診療を認めることにより、以前の『付添婦』やいかがわ

しい民間療法、その他医療機関が収益のために不必要な費用

の徴収をするなど、患者の費用負担が増大する懸念があるの

ではないか。

資料 3-2

検討テーマ各項目
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【ライフイノベーション ②】
規制改革事項 一般用医薬品のインターネット等販売規制の緩和

規制の概要 平成 18年 6月 薬事法改正に伴う厚生労働省令 (平成 21年 2月

交付、6月 施行)により、一般用医薬品は「対面販売」が原則と

され、インターネットを含む郵便販売はリスクが比較的低い「第

3類医薬品」に限定された。

<根拠規程>薬事法施行規則第 15条の4,第 159条の 14～ 16等

【参考】一般用医薬品のリスク分類

第 1類医薬品 :特にリスクの高いもの (H2ブ ロッカー含有薬など)

第 2類医薬品 :リ スクが比較的高いもの (主なかぜ薬、漢方薬、解

熱鎮痛薬など)

第 3類医薬品 :リ スクが比較的低いもの (ビタミンB・ C含有保健

薬、主な整腸薬など)

賛成の意見 ● これまで何ら問題となつていない販売形態が規制され、消費
者の利便性の毀損、事業者間の公平性の阻害 (地方の中小薬

局等のビジネスチャンスの制限)が発生している。
● インターネット、電話等の販売について安全性の確保を前提
とした IT時代に相応しいルール作りは可能である。

● よつて、専門家により医薬品販売が適正に行われている薬
局・薬店においては郵便等販売規制を撤廃すべきである。

(「ハ トミミ」に同趣要望が約 1,800件寄せられている)

慎重な意見 改正法の趣旨は、購入者に対し薬剤師又は登録販売者が対面

で情報提供を行うことにより医薬品の安全・適切な選択使用

を確保するというものであり、インターネット販売ではこれ

が確保できないのではないか。

第 2類医薬品については、薬局・薬店のない離島居住者及び

継続使用者に対する経過措置を 2年間設けており、その間

に、薬局・薬店の開設、相互取り寄せ、配置薬等の代替手段

の整備などを進めれば、対面販売での医薬品入手が可能にな

るのではないか。
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【ライフイノベーション ③一a】
規制改革事項 医行為の範囲の明確化 (各医療スタッフ等の役割の拡大 )

一 a.診療看護師資格の新設
規制の概要 医師法では、医師以外の医療行為を禁じている。また、保健師

助産師看護師法では、看護師は医師に指示に基づく診療上の補

助及び療養上の世話を業とすることと規定されている。したが

つて、医療行為は、医師か医師の指示を受けた看護師のみに認

められているが、医療行為の範囲は明確に定められていない。

<根拠規程>医師法第 17条、保健師助産師看護師法第 5条 ,第 31条

賛成の意見 医療現場においては、医師が、必ずしも医師が担う必要のな

い業務に追われている。

海外にはナース・プラクティショナー、フィジシャン・アシ

スタントといった一部の医行為を行う職種が存在する。こう

した事例を踏まえ、高資質の看護師を医療の担い手として活

用する診療看護師 (仮称)資格を新設すべきである。

慎重な意見 医師の医学的判断及び技術なしに医師の指示なく医療行為

を行うことは患者の生命、安全上問題が大きいのではない

か。

医師のみでなく看護師も不足している状況であり、看護師不

足に拍車がかかるのではないか。むしろ医師数を増やすこと

が優先されるべきではないか。

‐
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【ライフイノベーション ③―b】
規制改革事項 医行為の範囲の明確化 (各医療スタッフ等の役割の拡大 )

一 b.介護職による痰の吸引、胃ろう処置の解禁等

規制の概要 痰の吸引や胃ろう処置の医療処置は、医療行為は医師・看護師

が行う必要があるという規制によって、介護職員等が行うこと

は認められていない。

なお、在宅患者等に対する痰の吸引の処置は、一般在宅におい

て家族が実施することが可能であり、かつ、医療関係の資格を

有 しない者が実施することを禁止されている医行為とした上

で、一定の条件下では違法性が阻却されるものと整理され、や

むを得ない措置として家族以外の者が実施することが容認され

ている。

また、退院後のリハビリなどに対する民間事業者の支援サービ

スについても、医行為の範囲が不明確である。

<根拠規定>医師法第 17条・保健師助産師看護師法第 31条

賛成の意見 特別養護老人ホームや有料老人ホーム等の施設において、看

護師の配置がない夜間に医療処置を行うことができないた

め、医療処置を必要とする入居希望者の受入れを拒否した

り、医療処置が必要となった入居者に退去依頼をせざるを得

ない場面が増加している。

法的な位置付けが不明確なまま介護職員等による痰の吸引

等が行われている現状を解決し、基準人員内で夜間も含めて

ニーズに応じた対応を行うため、必要な知識・技術の研修受

講等の一定の要件を満たす介護職員等による痰の吸引や胃

ろう処置を安全な範囲で解禁するべきである。

民間事業者がリハビリなど新たな分野での事業展開が阻害

されないよう、不明確な行為について整理すべき。

慎重な意見 ● 喀痰吸引等の行為は危険が常に伴う医行為であり、看護職員
の体制整備等で対応すべきではないか。

● 介護職員が実施することによつて労働強化に繋がるのでは
ないか。

● 現在特別養護老人ホームのみを対象とした検討が行われて
いるが、有料老人ホーム等の特定施設は平均要介護度が低

く、医療ニーズが高まっていないのではないか。

● 全ての医行為を明確に列挙することは困難である。

‐
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【ライフイノベーション ④】
規制改革事項 再生医療の推進 (適用法令、臨床研究の在 り方、PMDA審査体制)

規制の概要 現行規制体系では、再生・細胞医療材料 (細胞加エ ロ調整品)

は、薬事法上の「医薬品」又は「医療機器」に分類され、実用

化に際しての審査においてその適用を受ける。

<根拠規程>薬事法

賛成の意見 細胞治療 口再生医療の分野は、我が国の技術・知識が世界を

リー ド出来得る分野であるが、薬事法等の規制が再生医療を

想定したものとなつていない。

臨床研究から実用化への切れ目ない移行を可能とする最適

な制度的枠組みについて、引き続き細胞治療・再生医療の法

制度・法整備のあり方を検討すべきである。

臨床研究のあり方において、対象疾患の重篤度を勘案し、安

全性を前提に、有効性の画―的評価を避けて一定の効果が認

められることを要件とすべきである。

※ 医工連携を進めるに当たり、特に「自家細胞」について

は、承認申請の迅速性、治験データ収集の困難性、効果

の均質性等の点で現行法制になじまない。我が国の国際

競争力確保の観点からも自家細胞に関する別の法制度・

法整備のあり方を検討すべきである。

(独)医薬品医療機器総合機構 (PMDA)の再生医療分野の知識

強化及び人員の更なる確保を含めた審査体制の質量両面で

強化するとともに、細胞治療・再生医療製品についての承認

システムを見直すべきである。

※ 例えば欧米で認められているコンパッショネー トユース

(人道的使用:代替療法がない等の限定的状況において未承認薬

の使用を認める制度)等の導入を検討すべきである。

慎重な意見 およそ傷病の治療に用いる機材は、医薬品又は医療機器のい

ずれかに薬事法で分類している。既に認可されている自家細

胞の培養表皮も医療機器に分類されており、自家細胞も例外

ではないのではないか。

コンパッショネー トユースについては、安易な導入によって

かえつて薬害を引き起こすことにならないよう、慎重な制度

設計と検討が必要ではないか。

‐
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【ライフイノベーション ⑤】
規制改革事項 レセプ ト等医療データの利活用促進 (傷病名統一、診療年月日

記載など様式改善等 )

規制の概要 現在の健康保険の診療報酬の算定におけるレセプ トの様式で

は、傷病名コー ドが統一されておらず、診療行為の実施日も明

記されない。

<根拠規定>療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関

する省令

賛成の意見 ● レセプト・カルテ等の電子化が遅れ、医療情報の集積・共有
化及びその利活用が進んでいない。

● 電算機による請求・支払が主流になつているにもかかわら
ず、レセプトの様式は以前からの紙に手書き方式による体系

のままであり、保険者、加入者の健康状態の把握・指導等に

活用しにくく、効果的なデータ分析を想定 した様式になつて

いイまい。

● よって、レセプ トの様式等を以下の視点で改善すべきであ
る。

1.記載される病名は、コー ド化された病名のみ使用できる

ようにする

2.摘要欄の診療行為等は、実施日別に記入するようにする

3.DPCレ セプ トの様式を改善する
4.診療報酬点数表の点数体型を電算機時代に見合つた体系

に変更する

慎重な意見 レセプトはあくまでも保険ルールに従つた診療報酬の請求

データに過ぎず、レセプトから医学的分析に資する有用なア

ウトプットが得られるかは疑間ではないか。

レセプトデータは機微情報であり、個人情報保護上の懸念が

ある。データ漏洩リスクの検証やデータ活用のルール整備が

先決ではないか。

医療機関の負担増 (電子カルテシステムの改訂等)を引き起

こし、ますます医療崩壊を加速させるのではないか。

‐6-



【ライフイノベーション ⑥】
規制改革事項 IC下の活用促進 (遠隔医療、特定健診保健指導 )

規制の概要 [遠隔医療 ]

医師法の対面原則により、離島・僻地等を除き医師と患者間の

遠隔医療が認められていない。また、医師と医師の場合でも、

診療報酬上の明確な位置づけがなされていない。

<根拠法令>医師法第 20条、歯科医師法第 20条

情報通信機器を用いた診療 (いわゆる「遠隔診療」)に
ついて (平成 9年 12月 24日 付 健政発第 1075号 )

[遠隔保健指導]

特定健診 (いわゆるメタボ健診)における保健指導において、

初回面談では ICT活用を活用 した遠隔面談を受けることは
想定されていない。また、初回面談以降に予定されている「6

ヶ月後の評価」や「3ヶ月以上の継続的な支援」においても、

遠隔面談は電話支援とみなされ、健保組合の実施率を算出す

るためのポイント数が低く設定されている。

<根拠法令>特定健康診査及び特定保険指導の実施に関する基準 (平

成19年厚生労働省令第 157号 )第 7条及び第 8条

賛成の意見 [遠隔医療 ]

● 対面診療の原則は限定された疾病のみ遠隔医療が認められ
ているが、実証を急ぎ、範囲を拡大すべきである。診療報

酬に関しては、 lT機器の利用や遠隔支援側にも配慮した
制度とすべきである。

[遠隔保健指導]

● 特定保健指導の実施結果を早期に評価するとともに、 IC
Tを活用した遠隔面談の有効性検証を国として実施し、そ

の状況を広く公開することで特定健診制度の改善を検討す

べき。その結果を踏まえ、①初回面談における遠隔面談の

実施、②初回面談以降の継続支援において遠隔面談と直接

面談を同等のポイントとすることで、 ICTを活用した遠
隔面談を直接面談と同等の措置として認めるべきである。

慎重な意見 [遠隔医療 ]

● 患者の顔色、元気さ、立ち居振る舞いの機敏さ、臭い、声
の トーン、皮膚の色・つや・張りなど、医師が判断をする

のに五感による包括的な情報収集が重要である場面も多

い。患者対医師の遠隔医療はあくまでも医療過疎地域など

対面診断が困難な場合の補完的手段にとどめるべきではな

い か 。

● リスクと責任の所在、プライバシー保護、費用対効果、医
‐
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療の質・安全の担保など検討すべき課題が多数あるのでは

'[,い

か。

[遠隔保健指導]

● テレビ画面を介した面談では直接面談と比べて得られる情
報も少なく、同等のものとして評価できないのではないか。
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【ライフイノベーション ⑦】
規制改革事項 医療ツーリズムに係る査証発給要件等の緩和 (医療ビザ、外国

人医師の国内診療 )

規制の概要 [医療ビザ]

医療ツーリズムで外国人が来日し、健診・診療を受ける場合、

その内容によっては短期滞在ビザの期間内 (最大 90日 )で対

応できない可能性がある。

<根拠規定>出入国管理及び難民認定法第 2条の 2、 同法別表第 1

[外国人医師の国内診療]

日本の医師免許を持たない外国人医師は日本国内で診療を行

うことができない。臨床修練制度は、医療に関する知識及び

技能の習得を目的として日本に入国した外国人医師について

の医師法 17条等の特例を定めているが、許可に時間を要する。

<根拠規定>医師法第 17条

外国人医師等が行う臨床修練に係る医師法第 17条等の

特例等に関する法律第 3条

賛成の意見 [医療ビザ]

● 治療目的で来日する外国人患者は、「商用目的」の短期滞在
ビザにて来日していることが多いと言われており、来日を希

望する者にとって、そもそも申請できるか否かもわかりづら

いことから、「医療滞在ビザ (仮称)」 を新規に倉1設すべきで

ある。なお、患者に随行する者へのビザ発給については、「医

療スタッフに限らず、治療目的で来日した者の同伴者に対し

ても、柔軟に発行すべきである。

[外国人医師の国内診療]

● 医療ツーリズムの定着には、日本の医師免許を持たない外国
人医師でも、一定の技術レベルが認められれば日本国内で診

療が行えるよう制度改正すべである。

慎重な意見 [医療ビザ]

● 医療ビザを悪用 した不法入国が発生する懸念などを慎重に
検討する必要があるのではないか。

[外国人医師の国内診療]

● 当該医師が我が国で求められる最低限の知識、技術を有して
いるということの確認が必要ではないか。

‐
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【ライフイノベーション ③】
規制改革事項 特別養護老人ホームヘの民間参入拡大 (運営主体規制の見直し)

規制の概要 特別養護老人ホームの運営主体は、原則社会福祉法人とされて

おり、営利法人やNPO等 による設置は認められていない。
<根拠規定>老人福祉法第 15条

賛成の意見 運営主体が限定されていることにより、公正・公平な事業者

間の競争が行われず、サービスの質の向上が阻害され、さら

にはサービス量の供給不足が 42万人もの特別養護老人ホー

ムヘの待機者を生じさせる要因ともなつている。

株式会社等の民間参入を促進 し、同等の条件下でのイコー

ル・フッティングの実現を図るべきである。

慎重な意見 運営主体が社会福祉法人であるのは、①重度の入所者が多

く、継続的なケアを行う必要性が高い、②措置入所の受け皿

となることが求められる点において、事業の安定性・継続性

に対する強い要請が存するためである。株式会社等の民間で

は、安定性・継続性が担保されない懸念があるのではないか。

‐10‐



【ライフイノベーション ⑨】
規制改革事項 介護施設等の総量規制を後押 ししている参酌標準の撤廃

規制の概要 平成 26年度の市町村における介護施設等の利用者を、要介護 2

以上の認定者の 37%以下とすることを目標とする、という参酌

標準が指針として示されている。

いわゆる総量規制とは、施設等の定員数が、都道府県の介護保

険事業支援計画において定める必要利用定員総数を上回る場合

に、新規の指定を拒否することを指す。

<根拠規定>「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針」厚生労働省告示第 314号

賛成の意見 保険料高騰や財政圧迫を懸念するあまり、介護保険事業 (支

援)計画において、国の参酌標準の遵守を理由に十分な量を

見込まず、さらには参酌標準対象外の混合型有料老人ホーム

にまでも厳しい制限を課す場合もあり、いわゆる総量規制が

サービス量の供給不足を招いている。

介護保険制度は「利用者の選択」を 1つの柱としており、サ

ービス量の需要と供給のバランスは、本来市場機能に委ねる

べきであることから、参酌標準を撤廃 し、地方自治体の介護

保険事業 (支援)計画において適切なサービス量が見込まれ

るよう、総量規制の緩和を行うべきである。

慎重な意見 参酌標準はあくまで目安であり、地域の実情に応 じて定める

こととしている。したがつて、参酌標準が必ずしも施設整備

の障害となっているとはいえないのではないか。

●



【ライフイノベーション ⑩】
規制改革事項 訪間看護ステーションの開業要件の緩和 (一人開業の解禁 )

規制の概要 訪間看護ステーションの開設には、常勤換算で 2.5人の看護職

員が必要である。

※本体の事業所との一体的運営のもとに設置が認められている

サテライ ト事業所においては、本体の事業所とサテライ トを

含めて常勤換算で 2.5人以上の員数を確保すればよい。

<根拠規定>「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準」厚生労働省令第37号

賛成の意見 在宅療養のニーズ・必要性が高まる中、療養上の世話と医療

処置を組み合わせた生活支援を行う訪間看護サービスの役

割が増大しているが、開設および経営のハー ドルが高く、熱

意ある看護師の開業が妨げられたり、急な離職によつて人員

確保が困難な場合に廃業を余儀なくされる状況が生じてい

る。

開設基準を緩和し、看護師による一人開業を認めることによ

つて、サービス量の拡大及び、55万人にも達する、看護職

に就いていない潜在看護師の雇用創出に繋げるべきである。

慎重な意見 訪間看護は、反復継続的なサービスであり、一人事業所の場

合、当該看護師が勤務できなくなつた場合、或いは看護師―

人では対応困難な状況が発生した場合にサー ビスに支障が

出るのではないか。

●
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【ライフイノベーシヨン ⑪】
規制改革事項 各種介護サービス類型における人員

(サービス提供責任者の配置基準、

比率目標等 )

・設備に関する基準の緩和

ユニット型施設の入所定員

規制の概要 個々のサービス毎に厳格な人員・設備基準が定められている。

[サービス提供責任者の配置基準]

月間延ベサービス提供時間が 450時間、又は訪間介護員等の

数が 10名増す毎に 1名ずつ配置が必要。

<根拠規定>「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準」厚生労働省令第 37号

[ユニット型施設の入所定員比率 ]

平成 26年度の介護保険施設の入所定員の50%以上をユニット

型施設とするという目標が定められている。

<根拠規定>「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針」厚生労働省告示第 314号

賛成の意見 サービス提供責任者は、lTな どの活用により業務管理が徹

底している場合にはヘルパー20名程度を管理することが可

能であるにも関わらず、厳 しい基準によつて経営の合理化 ロ

効率化が妨げられており、規制を緩和すべきである。

新規施設の設置にあたつては、「ユニット型を基本としつつ、

地域における特別の事情も踏まえる」とされているものの、

実際にはユニット型施設以外は認められておらず、建設コス

ト及び利用料の増加に繋がつている。施設建設そのものを躊

躇する状況も生じてきており、利用者ニーズに応 じて柔軟な

施設整備を進められるよう、目標値を撤廃すべきである。

慎重な意見 サービス提供責任者は、訪間介護計画の作成や利用者の状態

の変化やサービスに関する意向の定期的な把握など、サービ

スの質の確保の要としての業務を行うこととされており、現

行のサービス提供責任者の配置基準が適当ではないか。

入所者の尊厳ある生活を保障するという観点から、個室ユニ

ット型が優先されるべきではないか。
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【ライフイノベーション ⑫】
規制改革事項 高齢者用パーソナルモビリティの公道での使用

規制の概要 高齢者用パーソナルモビリティは、道路交通法上及び道路運送

車両法上の位置付けが不明確である。

(自動車等であれば運転免許が必要。他方、障害者用の電動車

いすやシニアカーと位置付ければ歩行者扱いとなる。)

賛成の意見 高齢者用パーソナルモビリティは、現在官民において研究開発

が進められ、基盤技術の完成度が高まつているが、法的な整理

がなされていないため、公道での使用が違法とされるおそれが

ある。実用化・普及を促進し、高齢者の安全かつ便利な移動手

段を確保するために、公道での使用を可能とするよう整理を行

うとともに、道路交通法上の基準 (大 きさ、構造、出力、速度

等)及び道路運送車両法上の保安基準の緩和又は新規策定を行

うべきである。

慎重な意見

‐14・



【ライフイノベーション ⑬】
規制改革事項 EPAに 基づく看護師、介護士候補者への配慮 (受験回数、試

験問題の英語表記 Or漢字へのルビ等 )

規制の概要 EPA(経 済連携協定)に基づく外国人看護師 口介護福祉士候
補者は、在留期間中に、年 1回・日本語による国家試験に合格

しない場合、帰国が義務付けられている。

【参考】在留期間

○ 看護師候補者 :最大 3年

○ 介護福祉士候補者 :最大 4年

賛成の意見 日本語による受験が必要であり、難解な漢字表記の専門用語

(例 えば「褥清 (じ ょくそう)」 )が合格への大きな障害とな

っている。したがって、来日時や受入施設での研修を通じて、

業務を行うにあたって日本語でのコミュニケーションに支

障がないようにすることを前提に、英語表記または漢字への

ルビ記載などの配慮を行うべきである。

また、介護福祉士の受験資格は実務経験が 3年以上必要であ

ることから、結果的に受験機会が 1回 となつており、受験回

数の拡大も必要である。

慎重な意見 国家試験の難易度を下げることは、看護 口介護の質の低下、

労働現場に入つてからの差別などの懸念があるのではない

か。

候補者は日本語能力が不足しており、母国語に対訳されたテ

キス トもないため、本国での充分な日本語教育後の来日や、

在留期間延長による受験機会の拡大を行うことが現実的で

はないか。

難解な日本語の言い換えが可能か、言い換えた場合に本来の

意味を損なわずに注釈を付けることは可能か、などについて

試験委員会で検討 し、解決すべきではないか。
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委員提出テーマー覧

WG 番号 項 目 提出委員 検討テーマ区分

ラ

イ

フ

イ

ノ

ベ
ー

シ

ョ

ン

薬事行政、PMDAのあり方 阿曽沼委員 6月 までに検討

PMDA審査体制、臨床研究のあり方 三谷委員 6月 までに検討

C
未承認の医療技術、医薬品、医療機器等に関する情報提供の解

大橋委員 6月 までに検討

d ワクチン対策基本法の制定 川朕1委員 6月 までに検討

e 救急患者の搬送・受入実態の見える化 川メリ委員 6月 までに検討

f

開かれた医療を実現するために

(1)医療滞在ビザの倉1設
(2)医療機関の広告規制の緩和
(3)外国人医師・看護師の受け入れ
(4)地域医療計画の撤廃 (病床規制の撤廃 )
(5)未承認薬の使用規制緩和

黒岩委員 6月 までに検討

g 地域医療計画 阿曽沼委員 中期的なテーマ

病床規制 真野委員 中期的なテーマ

| 医薬品広告規制の緩和 真野委員 中期的なテーマ

」 救急救命士の職域拡大 黒岩委員 中期的なテーマ

k 医療関連資格(歯科医師を含む)から医師への教育課程を創設 黒岩委員 中期的なテーマ

! 企業主導による臨床試験の解禁 大橋委員 中期的なテーマ

m 核医学検査分野に関するDPC分類の精緻化 川洪1委員 中期的なテーマ

n 民間医療保険の役割 真野委員 中期的なテーマ

O 科学研究費の使用目的に関して 真野委員 中期的なテーマ

p 事業報告の基準の統一化、簡素化 椿委員 中期的なテーマ



委員提出テーマの概要

(6月 までに検討として提出されたテーマ)

※ aと bは同趣旨なので統合

※ fに ついては部分的に他の項 目に含まれているが、セ ッ トで提示 したいとの意向

【ライフイノベーション a,b】 (阿曽沼委員、三谷委員ご提出)

規制改革事項 ドラッグラグ、デバイスラグの更なる解消

規制の概要 医薬品及び医療機器の開発、改良については、基礎的な研究開

発の後、薬事法等に従い臨床研究 (治験)を実施し、医薬品医
療機器総合機構 (PMDA)に承認申請をした上で承認される。

臨床研究に関しては医師主導で行うことが定められており、企

業主導の臨床研究は認められていない。

<根拠規定>薬事法等

賛成の意見

(提出委員のご意見)

革新的な技術を早期に利用できるように、産業政策の軸を医

療・薬事行政の中で明確にし、安全対策とのバランスをとる

べき。

承認申請に関し、厚生労働省とPMDAの二元的体制を解消し、

PMDAへの権限委譲を進め、その専門性の強化を図るべき。

PMDAが承認審査と救済制度を所管する状況を解消 し、テク
ノロジーの審査機関として自立すべき。

企業主導の臨床研究、医師と企業の共同研究を認めるべき。

臨床研究は、イノベーションの基礎であり、その活性化を図

るべき。

臨床研究のあり方について、登録制と情報公開を制度化する

など、企業がスポンサーとなる医薬品・医療機器開発以外の

医療技術の開発の枠組みを明確にするべき。
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【ライフイノベーション c】 (大橋委員ご提出)

規制改革事項 未承認の医療技術、医薬品、医療機器等に関する情報提供の解
林

規制の概要 未承認の医療技術、医薬品、医療機器などの情報提供が昭和 55

年に出された厚生労働省の通知等によって禁止されている。

<根拠規定>薬事法68条

賛成の意見

(提出委員のご意見)

上記通知を改正し、未承認の医療技術、医薬品、医療機器等

に関する情報提供を解禁する。

医療費がどのような治療にどう使われたかというデータが

公開されておらず、またアウトカムのデータについても十分

に確保された形で公にされていない。これに関連して、上記

通知の存在により、患者や医師に対して企業が開発中の技術

や製品、さらには将来の技術などの情報を提供することがで

きていない。この点は ドラッグラグやデバイスラグの隠れた

コス トが社会的に十分認知されていない一因とも考えられ、

規制のあり方を見直すべき。

【ライフイノベーション d】 (サ |1洪1委員ご提出)

規制改革事項 ワクチン対策基本法の制定

規制の概要 ワクチンは予防接種法に規定された定期予防接種のワクチン

と、それ以外の任意接種ワクチンに大別されるが、後者につい

ては何の法的規定もない。そのため自治体の財政力による「ワ

クチン・デバイ ド (格差)」 を生んでいる。

<根拠規定>予防接種法第 1条,24条、健康保険法第 1条

賛成の意見

(提出委員のご意見)

● この問題を解決すべく「ワクチン対策基本法」を制定すると
ともに、フランスや ドイツにならって、ワクチンを予防的医

療と見なして公的保険の給付対象にする。

※詳細は「待つたなしのワクチン政策～世界に恥じない「総合

的戦略」が求められる (社会保険旬報 No.2413～ 2414、 2010

年 2月 1日 、11月号)」 を参照。

● 費用対効果分析から見ても、ワクチンを公的保険の対象外と
するのは時代錯誤も著しい。

‐
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【ライフイノベーション e】 (り II洪1委員ご提出)

規制改革事項 救急患者の搬送・受入実態の見える化

規制の概要 救急搬送の情報は総務省消防庁の管轄、医療機関が保有する搬

送後の予後の情報は厚生労働省の管轄で統合されていない。

<根拠規定>個人情報保護法

賛成の意見

(提出委員のご意見)

● 管轄が異なることで、いわゆる「たらい回し」の原因究明が
できない。両者のデータをリンクさせるべき。

※詳細は「救急車のたらい回しゼロ作戦～求められる消防庁と

病院の統合データ」週刊社会保障 No.2574、 2010年 4月 参照

● 個人情報は匿名化されているので問題ない。

【ライフイノベーション f】 (黒岩委員ご提出)

規制改革事項 開かれた医療実現のための規制 口制度改革

規制の概要 日本の医師免許を持たない外国人医師は日本国内で診療を行う

ことができない。また、日本の看護師免許を持たない外国人看

護師は日本で看護業務に従事できない。

海外で承認されている医薬品、医療機器でも、日本で承認され

ていなければ使用に制限があり、保険適用されない。

医療ツーリズムで外国人が来日し、健診・診療を受ける場合、

その内容によっては短期滞在ビザの期間内 (最大 90日 )で対応
できない可能性がある。

医療機関の広告は厚生労働省が範囲を定めている。

医療法に基づき、都道府県は地域医療計画を策定する。地域医

療計画には病床規制が盛 り込まれている。

<根拠規定>医師法、保健師助産師看護師法、薬事法、出入国管理及

び難民認定法、医療法等

賛成の意見

(提出委員のご意見)

● 開かれた医療を実現するためには、以下の諸施策を総合的に
見直すべき。

(1)医療滞在ビザの倉1設
(2)医療機関の広告規制の緩和
(3)外国人医師・看護師の受け入れ
(4)地域医療計画の撤廃 (病床規制の撤廃 )
(5)未承認薬の使用規制緩和
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資料 5

検討テーマの分類について

今後の検討に際し、検討テーマを以下の視点で分類する。

(1)重点検討項目

特に重要なテーマで、政務間調整を前提に 6月 までに一定の結

論を得るべくWGで集中的に対処方針を審議する項目  r
ヽ

分類の視点 :・ 重要性、緊急性の高い項目

口論点整理、対処方針検討における意見調整を要する項目

・審議時間の制約から3～ 4件程度

(2)検討項目
政務間調整も念頭に 6月 までに一定の結論を得るべく事務局で

委員の意見集約をしたうえでWGで 対処方針を検討する項目
分類の視点 :・ 緊急性の高い項目

・論点が相対的に明確な項目

(3)調整項目
所管省庁が当該規制・制度改革を実施する方向の項目、あるい

は運用の改善等実務的な項目であり、政務間調整を必要としな

いことも想定されうる項目

分類の視点 :・ 実現可能性の高い項目

・運用改善等実務的な項目

(4)中期的検討項目

審議時間の制約等から7月 以降の検討課題あるいはその候補と

して位置づけておく項目

分類の視点 :・ 短期間では対処方針の審議が困難な項目

口他の検討項目とは性格、カテゴリーが異なるもの

(5)分科会・WGに おいて対象としない項目



資料 6

□
‐４

今後の進め方

、 15日 第 2回WG
O検討テーマの選定
・検討テーマの分類、選定、優先順位 等

19日の週  第 3回WG
O論点・対処方針審議
口「重点検討項目」を中心とした論点整理、対処方針の検討 等

29日 (木) 第 4回WG(集 中審議 )
○集中審議

・「重点検討項目」、「検討項目」に係る対処方針の検討 等

30日 (金) 第 2回分科会
○各WGか らの経過報告

日の週、 17日 の週   ○各省調整  《政務 3役間調整》

24日 の週以降       ○各WG等結論とりまとめ・分科会への報告
○行政昴1新会議への報告

□
‐。



参考資料 1

(川渕委員提出)

厚生労働科学研究費補助金 (厚生労働科学特別研究事業)

救急患者の搬送・受入実態と救急医療体制の評価に関する研究

分担研究報告書

「受入困難の要因分析等」

研究分担者 り|1渕 孝一

研究協力者 五十嵐 公
東京医科歯科大学大学院医療経済学教授

助教

研究要旨 救急搬送の受入困難事案への対策が急務とされる中、本研究は救急搬送に係る
各種要因と予後との関係を分析し、救急搬送の実態を明らかにすることを目的とする。分

析対象は全国における平成 20年中の救急搬送のうち、重症以上の傷病者の搬送で照会回数

が H回以上であった事案 922件である。分析方法は救急搬送に係る各種要因と退院時の状
況 (生存/死亡)と のクロス集計 (χ 2検定)である。結果の角峯釈には重症以上かつ照会回数

H回以上という限定条件をつけなければならないが、①70歳代以上 (男性の 70～80歳代、
女性の 90歳代以上)、 ②照会回数が 11回および 12回、③搬送における現場到着から現場

出発までの所要時間が 60分未満、④現場出発から病院収容 (受入)までが 15分未満、⑤

発生場所が施設、⑥事故種別が急病と水難事故、⑦受傷形態が急病と窒息、③主たる病名・

死因 (退院時診断)が内因性疾患 (循環器系、新生物、脳血管)の場合に死亡率が高かっ

た。

A.研究目的
救急患者の受入困難事案が社会的に注目

され、早急な対策が求められている。とき

に患者の生死を左右するであろう救急搬送

であるが、有効な対策を講ずるためには、

まずもって現状を正確に把握、分析し、間

題点を明らかにすることが必要である。し

かし従来は救急搬送の情報は総務省消防庁

の管轄、医療機関が保有する搬送後の予後

の情報は厚生労働省の管轄で、両情報を合

せた分析は必ずしも十分に行われてこなか

つた。そこで本研究では、総務省消防庁と

厚生労働省が協力して平成 21年度に初め

て両情報をリンクさせたデータを用いて、

救急搬送に係る各種要因と予後との関係を

分析し、救急搬送の実態を明らかにするこ

とを目的とする。

B.研究方法
1.データ

本研究は総務省消防庁救急企画室および

厚生労働省医政局指導課 (以下、同室およ

び同課をあわせて「調査主体」という。)に

よる「救急搬送における医療機関の受入状

況等実態調査の追跡調査」(以下「追跡調査」

という。)のデータを用いた。追跡調査は、

調査主体が実施した「平成 20年中の救急搬

送における医療機関の受入状況等実態調
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査」(以下「平成 20年調査」という。)の結

果を受けたもので、受入医療機関の選定が

困難であつた事案について、その背景や疾

患等の詳細を把握・分析し、今後の救急医

療体制を充実するための方策の検討に生か

すとともに、地域における救急搬送・受入

体制の改善を図るための資料とすることを

目的とした調査である(1)。 具体的には、調

査主体から依頼を受けた都道府県消防防災

主管部 (局 )および都道府県衛生主管部 (局 )

が以下の手順で追跡調査を実施した。まず

都道府県消防防災主管部 (局)が、平成 20

年調査を基に個票ベースの「重症以上の傷

病者の搬送で照会回数が 11回以上であっ

た事案リス ト」を作成した。その内容は、

①受入日、②覚知時刻、③現場到着時刻、

④現場出発時亥1、 ⑤病院収容時刻 (受入時

刻)、 ⑥覚知から収容 (受入)までの所要時

間、⑦性別、③年齢、⑨照会回数、⑩事案

の概要 (事故概要、発生場所、傷病者の状

況・症状・既往歴・かかりつけの有無、搬

送の状況等)、 ①受入医療機関名の都合 11

項目である。次に同リス トを基に、都道府

県衛生主管部 (局 )が受入医療機関に「医

療機関用調査票」を送付し、受入医療機関

の協力を得て、①退院時の状況 (生存また

は死亡。死亡には病院収容時にすでに死亡

していた事案を含む。)、 ②受入から死亡ま

での日数 (死亡退院の場合)、 ③病名 。死因

(退院時診断)、 ④医療機関名の公表の可否

の 4項 目を調査した。

なお、平成 20年調査の結果 (2)に よれば、

平成 20年 1月 1日 から同年 12月 31日 まで

の 救 急 自動 車 に よ る総 搬 送 人員 は

4,666,727人 、うち、重症以上傷病者搬送

事案は 530,132人である。当該重症以上傷

病者搬送事案から転院搬迷人員 117,296人

を除いた 412,836人 のうち、医療機関に対

する受入のための照会回数が 11回以上の

事案は 903件である。この 903件が追跡調

査の対象事案数であると考えられる。

2.分析方法

追跡調査データの各種変数のうち、「事案

の概要」および「病名・死因」は文字デー

タであった。そこで、両変数を統計解析に

適するものとするためコー ド化した。「事案

の概要」は、東京都の事案 462件において

①発生場所、②事故種別、③受傷形態、④

(初診時の)傷病名の 4項 目が東京消防庁

の独自コー ドに基づき体系的に記入されて

いたので、これを利用し、当該 462件以外

についても極力、同コー ドに当てはめた。

ただし、(初診時の)傷病名については、こ

のような当てはめが困難であつたため、コ

ー ド化を断念した。

他方、「病名 。死因」は、疾病、傷害及び

死因の統計分類 (ICD10;International

Statistical Classification of Diseases

and Related Health Problems 10th Revi―

sion)に したがつてコー ド化した。その際、

標準病名マスター作業班のホームページ

(http://www.dis.h.u― tokyo.ac.jp/byome

i/)の 「ICD10対応電子カルテ用標準病名

マスター、 ICD10分 類―階層項 目検索」

(http://www.dis.h.u― tokyo.ac.jp/Scrip

ts/1CD10Categories/search_ICD.asp)′彗禾」

用 した。

コー ド化した「事案の概要」と「病名・

死因」は、日本救急医学会の救急科専門医

による精査を受けた。また、複数の「病名・

死因」をもつ事案については、同救急科専

門医が「主たる病名・死因」として 1ない
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し2の病名・死因に絞り込んだ。

「事案の概要」および「主たる病名・死

因」を含む各変数について基本統計量を求

め、χ
2検定で退院時の状況 (生存/死亡)

との連関の有無を調べた。

(倫理面への配慮)追跡調査においては、

患者の氏名、生年月日t住所等個人を識別

する情報を調査票に記述するものではなく、

一般的に、個人情報を含まないものと考え

られる (1)。 したがって、追跡調査のデータ

のみを用いる本研究は、倫理面の問題がな

いと判断される。

C.研究結果
平成 20年調査の結果によれば、追跡調査

の対象となるべき重症以上傷病者の搬送で

照会回数が11回以上の事案は 903件であっ

たが、追跡調査で実際に収集された事案数

は 922件であった。両件数の不一致の原因

は特定できていないが、本研究では実際に

収集された 922件について分析を行った。

退院時の状況は生存 560件、死亡264件、

不明 98件であり、不明を除く824件におけ

る死亡率は 32.0%で あった (表 1)。

地域別にみると、922件の全事案は 23都

道府県にわたっており、内訳は東京 50.7%、

埼玉 14.3%、 奈良 5.3%、 千葉 5.0%、 大

阪 4.8%と 続く (表 2)。 表 3に示したよう

にわが国を 3地域に分けると、東日本 (除

東京)が 31.5%、 西日本が 17.9%で 、調査

対象事案は総じて東日本に多かった。死亡

率は東京で低く (28.、3%)、 西日本で高かっ

た (39.5%)(表 4)。

月別の件数は、2月 17.1%、 1月 15.8%、

3月 14.0%と 1～ 3月 に多く、9月 4.2%、 6

月 4.8%、 7月 と 8月 が各 5.5%と 6～9月

に少ない傾向があつた (表 5)。 曜日別では

日曜が 19.2%で最多、水曜が H.6%で最少

であつた (表 6)。 発生した月と退院時生死

とは 10%水準で有意な連関があり (表 9-1)、

特に 12月 の死亡率 (17.3%)は、他の月

(33.0%)よ りも 5%水準で有意に低かっ

た (表 9-2)。 曜日、旬、五十日 (ご とおび )

等と退院時生死との間には、有意な連関は

なかった (表 10、 H、 12)。

性別でみた件数は男性 56.9%、 女性

43.1%で (表 13)、 性と退院時生死との間

に有意な連関はなかった (表 14)。

年齢別の件数は 80歳代が 23.8%で最も

多かった (表 15、 図 1-1)。 男性では 50～

80歳代で全年齢層の 74.9%を 占め、ピーク

は 60歳代 (22.9%)(図 1-2)で あった。

これに対して、女性では 70～90歳代で全年

齢層の 72.0%を 占め、ピークは 80歳代

(32.2%)(図 1-3)であった。男女とも年

齢と退院時生死との間には有意な連関があ

り、死亡率は 70歳代以上で高く、50歳代

以下では低かった (表 16-1)。 男性の死亡

率は 70～80歳代で高く、3o～50歳代では

低かった (表 16-2)。 女性の死亡率は 90歳

代以上で高く、20歳代以下で低かった (表

16-3)。

照会回数別の件数は、16回までが全体の

80.0%、 20回までが 91.5%、 23回までが

95。 1%を 占めていた (表 17、 図 2)。 死亡率

は照会回数 11回および 12回の事案で有意

に高かつた (表 18)。

覚知時間帯別の件数は 18時台が最多、次

いで 23時台が多く、以降 0～7時台にかけ

て漸減し、9時台が最少であった。その後

10～ H時台も少なく、12～ 17時台にかけて
やや多くなっていた (図 3-1)。 現場到着時
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間帯別では 18時台が最多、次いで 22～23

時台が多く、以降 0～7時台にかけて漸減傾

向となり、9時台が最少であつた。その後

10～ 11時台も少なく、12～ 17時台にかけて

やや多くなっていた (図 3-2)。 現場出発時

間帯別では 21時台が最多で、以降翌朝 8時

台までは漸減傾向であった。9～ H時 台は
最少で、12～ 21時台にかけて増加傾向を示

していた (図 3-3)。 病院収容 (受入)時間

帯男Jでは 21時台が最多で、0～ 1時台に 2

番目のピークを迎えていた。2～4時台と 7

時台も比較的多く、その後 8時台から減少

傾向が続き、H時台が最少となる。12時台
以降は 21時台のピークに向けて増加傾向

を示 していた (図 3-4)。 各時間帯と退院時

生死との連関はいずれも 10%水準で有意で

あり、覚知、現場到着、現場出発の死亡率

は 0～2時で低く、6～8時では高かった (表

19-1、 19-2、 19-3)。 病院収容 (受入)では

0～ 2時で低く、8～ 10時で高かつた (表
19-4)。

救急搬送の所要時間別の件数は、覚知か

ら現場到着は 6分未満で全体の 30.0%、 9

分未満で 74.0%、 12分未満で 91.8%を 占

めていた (表 20-1、 図 4-1)。 現場到着から

現場出発は 30分未満で全体の 10.0%、 60

分未満で 54.2%、 90分未満で 86.3%を 占

めていた (表 20-2、 図 4-2)。 現場出発から

病院収容 (受入)は 15分未満で全体の

30.4%、 30分未満で 72.5%、 45分未満で

85.8%を 占めていた (表 20-3、 図 4-3)。 覚

知から病院収容 (受入)は 60分未満で全体

の H.1%、 90分未満で 49.3%、 120分未満

で 78.9%、 150分未満で 90。 9%を 占めてい

た (表 20-4、 図 4-4)。 救急搬送の所要時間

と退院時生死との連関は、覚知から現場到

着が 10%水準、現場到着から現場出発、現

場出発から病院収容 (受入)、 および覚知か

ら病院収容 (受入)は 0。 1%水準で有意で

あつた (表 21-1～表 21-4)。 死亡率は覚知

から現場到着が 3分未満で低く、15分以上

で高かつた (表 21-1)。 一方、現場到着か

ら現場出発は 60分未満で死亡率が高く、60

分以上では低かつた (表 21-2)。 現場出発

から病院収容 (受入)は 15分未満で死亡率

が高く、60分以上では低かつた (表 21-3)。

覚知から病院収容 (受入)は 30～60分で死

亡率が高く、90～ 120分 と 150分以上では

低かつた (表 21-4)。

救急搬送の所要時間は、覚知から現場到

着、現場出発から病院収容 (受入)につい

ては照会回数との相関が見られなかったが、

現場到着から現場出発、覚知から病院収容

(受入)については照会回数との有意な相

関があつた (表 22、 図 5-1～図 5-4)。

死亡退院の場合の受入から死亡までの日

数別にみた件数は、0日 が 44.7%(病院収

容時に死亡していた事案を含む)を 占め、1

日までで 58.3%、 3日 までで 70.8%、 10日

までで 80.7%を 占めていた (表 23、 図 6)。

発生場所別の件数は、住居内 53.6%、 施

設 12.3%、 住居内か施設か特定できないも

の H.2%、その他 22.9%であつた (表 24)。

なお、ここでいう「その他」とは住居でも

施設でもない場所のことであり、たとえば

路上、駅、屋外、職場、飲食店などである。

死亡率は施設で高く、その他で低かつた (表

25)。

医療機関名の公表の可否別にみた件数は、

可とする医療機関の事案が 71.4%、 不可と

する医療機関の事案が 28.6%であった (表

26)。 死亡率は医療機関名公表不可の事案で
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高かつた (表 27)。

事故種別でみた件数は急病 75.7%、 一般

負傷 11.2%、 交通事故 5.6%、 自損行為

5.1%で あつた (表 28)。 受傷形態月」では急

病 75.6%、 創傷 7.4%、 交通事故 5.6%、

墜落 。転落 4.4%、 薬物中毒 3.9%であつた

(表 29)。 事故種別でみた死亡率は急病と

水難事故で高く、一般負傷、交通事故では

低かった (表 30)。 受傷形態別の死亡率は

急病と窒息で高く、創傷、薬物中毒、交通

事故で低かった (表 31)。

病名・死因 (退院時診断)は調査対象全

922件中、795件の回答があり、主たる病

名・死因は 809個であった (14件は主たる

病名・死因が 2個 )。 うち、内因性が 76.2%、

外因性が 25.5%を 占めていた。内因性の上

位 3位は循環器系 19.1%、 脳血管 15.2%、

呼吸器系 10.9%であった。外因性の上位 3

位は非開放`陛骨折 9.4%、 中毒 4.8%、 開放

性骨折と頭蓋内損傷が各 2.3%であった (表

32)。 死亡率は内因性のほうが外因性よりも

高かった (表 33-1)。 より詳細には、循環

器系、新生物、脳血管の死亡率が高く、非

開放性骨折、中毒、消化器系、開放性骨折、

代謝 。内分泌系、精神 。神経系、その他外

因では低かった (表 33-2)。

また、内因性と外因性との間で照会回数

には差がなかったが、搬送の所要時間につ

いては現場到着から病院収容 (受入)、 覚知

から病院収容 (受入)ま での時間がt外因

性よりも内因性で有意に短かった (表 34)。

発生場所別 (住居内、施設、その他)の

照会回数は、10%水準ではあるが施設の場

合に有意に多かった。覚知から病院収容 (受

入)までの総所要時間は発生場所による差

はなかったが、覚知から現場到着は住居内

の場合が長く、現場到着から現場出発は施

設の場合が長かった (表 35)。 発生場所別

にみた内因性疾患の割合は、施設 94.1%、

住居内 82.6%、 その他 40.4%で 、住居内と

施設で有意に内因性が多かった (表 36)。

D.考察

救急患者の受入困難事案の分析において

は、照会回数や搬送の所要時間、その他の

要因が、結果として患者の生死にかかわる

か否かが重要なポイントのひとつであろう。

本研究においては、照会回数は搬送のプロ

セスの中でも現場到着から現場出発までの

時間と正の相関があり (表 22、 図 5-2)、 こ

れが覚知から病院収容 (受入)までの総所

要時間に影響を及ぼしていることが推察さ

れる (表 22、 図 5-4)。 しかし、照会回数、

搬送の所要時間と退院時生死との関係をみ

ると、照会回数が最も少ない H回と 12回
の事案で死亡率が高く (表 18)、 現場到着

から現場出発、現場出発から病院収容 (受

入)ま での時間が短いほうが死亡率が高か

つた (表 21-2、 表 21-3)。 これらの結果は

直感に反する。

そこで主たる病名・死因に着目すると、

内因性疾患の事案は外因性疾患の事案より

も死亡率が高かったが (表 33-1)、 現場到

着から病院収容 (受入 )、 覚知から病院収容

(受入)までの時間は短かった (表 34)。

この結果の一解釈だが、内因性疾患が疑わ

れる事案の場合には、救急隊、医療機関、

ほか関係機関が協力して少しでも搬送時間

を短くする努力が払われているものの、疾

患の特性上どうしても死亡率が高いため、

見かけ上、所要時間が短いほうが死亡率が

高くなってしまうのかもしれない。
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ただし、内因性と外因性との間で覚知か

ら現場到着、現場到着から現場出発、現場

出発から病院収容 (受入)と いつた個別の

所要時間には差がなく、照会回数にも差が

なかった (表 34)。 すなわち、必ずしも分

析結果のすべてが上記の解釈を支持するも

のではないため、結果の解釈には慎重でな

ければならない。今後、多変量解析のよう

な、より厳密な解析手法を用い、照会回数、

搬送の所要時間と死亡率との関係をいつそ

う明確にしていくことも考慮すべきだろう。

たとえば、施設では死亡率の高い内因性

疾患が多く (表 33-1、 表 36)、 施設を発生

場所とする事案は死亡率が高かつた (表 25)。

そのうえ、施設では照会回数も多くなる傾

向があり、現場到着から現場出発までの所

要時間も長い (表 35)。 そもそも施設には

高齢者や重度の要介護者が少なくないと考

えられる。照会回数の多さ、救急隊の現場

(施設)滞在時間の長さ、死亡率の高さは

施設入所者の特性に起因する、やむを得な

い事柄なのか、それとも何らかの改善の余

地が存在するのか。このような問題を解明

するためには、関連する諸要因を丹念に洗

い出し、当該諸要因を同時に解析していく

必要がある。

最後に、本研究のデータは重症以上かつ

照会回数 11回以上の事案のみを収集した

ものであり、すべての重傷度、すべての照

会回数を網羅した標本設計ではない。した

がって、本研究の結果のみから救急搬送の

全容を推論することは不可能であり、無理

な推論は誤つた政策提言につながりかねな

い。今後のさらなる研究においては、現在

の救急搬送、受入において何が問題なのか、

研究仮説と予想される結果を明確にした上

で、モデルの構築、調査項目と変数の定義、

調査対象の選定基準と標本抽出法、データ

収集の方法、適切な分析手法など、一連の

研究デザインを綿密に設計することが望ま

れる。

E。 結論

全国における平成 20年中の救急搬送の

うち、重症以上の傷病者の搬送で照会回数

が 11回以上であった事案 922件について、

救急搬送に係る各種要因と退院時の状況

(生存/死亡)と のクロス集計 (χ 2検定)

を行つた。結果の解釈には重症以上かつ照

会回数 11回以上という限定条件をつけな

ければならないが、①70歳代以上 (男性の

70～80歳代、女性の90歳代以上)、 ②照会

回数が H回および 12回、③搬送における

現場到着から現場出発までの所要時間が 60

分未満、④現場出発から病院収容 (受入)

までが 15分未満、⑤発生場所が施設、⑥事

故種別が急病と水難事故、⑦受傷形態が急

病と窒息、⑧主たる病名・死因 (退院時診

断)が内因性疾患 (循環器系、新生物、脳

血管)の場合に死亡率が高かつたg
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信
電
波
で
自
動
的

に
居
場
所
を
特
定
。
「手
術
中
」
「診

察
中
」
と
い
っ
た
情
報
を
セ
ン
タ
ー

に
自
動
送
信
‥し
、
受
け
入
れ
判
断
に

役
立
て
る
。　
　
　
　
　
　
一

治
療
歴
の
あ
る
患
者
に
は
、
過
去

に
処
方
さ
れ
た
薬
や
ア
ン
ル
ギ
ー
な

ど
の
デ
ー
タ
が
記
録
さ
れ
た
Ｉ
Ｃ

カ
ー
ド
を
携
帯
し
て
も
ら
い
、
救
急

搬
送
が
必
要
と
な
っ
た
場
合
に
、
救

急
車
に
設
置
し
た
読
み
取
り
機
で
治

療
に
必
要
な
情
報
を
自
動
的
に
把

握
。
こ
れ
ま
で
に
患
者
２
５
０
０
人

に
カ
ト
ド
を
配
布
し
、
救
急
車
３０
台

に
読
み
取
り
機
を
導
入
す
る
な
ど

一

部
で
実
用
化
が
進
ん
で
い
る
。

小
倉
真
治
。
岐
阜
大
高
次
救
命
治

療
セ
ン
タ
ー
長
に
よ
れ
ば
、
「最
適
な

病
院
を
迅
速
に
探
す
こ
と
で
１０
％
近

く
救
命
率
が
上
が
る
。
２
０
１
２
年

度
の
実
用
化
を
目
指
し
た
い
」
と
し

て
い
る

（平
成
２２
年
３
月
１８
日
の
メ

デ
イ
フ
ア
ッ
ク
ス
）。

大
変
喜
ば
し
い
こ
と
だ
が
、
そ
れ

に
し
て
も
救
急
医
療
に
つ
い
て
は

デ
ー
タ
が
な
さ
す
ぎ
る
。
そ
れ
は
救

急
搬
送
の
情
報
は
総
務
省
消
防
庁
の

管
轄
、
低
療
機
関
が
保
有
す
る
搬
送

後
の
予
後
の
情
報
は
厚
生
労
働
省
の

蜻
辞
」
れ

螺

弾

競

り
耕

一̈̈̈
一̈中析‐るで̈一掛け一中うお‐の

救
急
車
の
た
ら

ゼ
ロ
作
戦

～
求
め
ら
れ
る
消
防
庁
と
病
院
の
統
合
デ
ー
タ

茎
泉黒
尊
大
美
学
院
教
授
　
川
渕
　
孝

一

い

回
し
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ち
、
重
症
以
上
の
傷
病
者
の
搬
送
で

熙
会
回
数
が
■
回
以
上
で
あ

っ
た
事

案
９
２
２
件
。
分
析
方
法
は
救
急
搬

送
に
係
る
各
種
要
因
と
退
院
時
の
状

況

（生
存
／
死
亡
）
と
の
ク
ロ
ス
集

計
（ｒ
検
定
）。
つ
ま
り
、
救
急
搬
送

さ
れ
た
が
、
不
幸
に
も
死
亡
退
院
と

な
っ
て
し
ま
っ
た
要
因
を
探
る
べ
く

統
計
分
析
を
行
っ
た
も
の
だ
。
調
査

項
目
は
、
①
受
入
日
、
②
党
知
時
刻
、

③
現
場
到
着
時
刻
、
④
現
場
出
発
時

刻
、⑤
病
院
収
容
時
刻
（受
入
時
刻
）、

⑥
党
知
か
ら
収
容

（受
入
）
ま
で
の

所
要
時
間
、
⑦
性
別
、
③
年
齢
、
⑨

照
会
回
数
、
⑩
事
案
の
概
要

（事
故

概
要
、
発
生
場
所
、
傷
病
者
の
状
況
・

症
状

。
既
往
歴
。
か
か
り
つ
け
の
有

盤
小、
搬
送
の
状
況
等
）、
⑪
受
入
医
療

機
関
名
の
都
合
ｎ
項
目
で
あ
る
。
次

に
同
リ
ス
ト
を
基
に
、
都
道
府
県
衛

生
主
管
部

（局
）
が
受
入
医
療
機
関

に

「医
療
機
関
用
調
査
票
」
を
送
付

し
、受
入
医
療
機
関
の
協
力
を
得
て
、

①
退
院
時
の
状
況

（生
存
ま
た
は
死

亡
。
死
亡
に
は
病
院
収
容
時
に
す
で

に
死
亡
し
て
い
た
事
案
を
含
む
）、

②
受
入
か
ら
死
亡
ま
で
の
日
数

（死

亡
退
院
の
場
合
）、③
病
名
・死
因
（退

院
時
診
断
）、④
医
療
機
関
名
の
公
表

の
可
否
の
４
項
目
を
調
査
し
た
。
結

果
の
解
釈
に
は
重
症
以
上
か
つ
照
会

回
数
ｎ
回
以
上
と
い
う
限
定
条
件
を

つ
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
①
即

歳
代
以
上

（男
性
の
７０
～
８０
歳
代
、

女
性
の
９０
歳
代
以
上
）、②
照
会
回
数

が
ｎ
回
お
よ
び
１２
回
、
③
搬
送
に
お

け
る
現
場
到
着
か
ら
現
場
出
発
ま
で

の
所
要
時
間
が
６０
分
未
満
、
④
現
場

出
発
か
ら
病
院
収
容

（受
入
）
ま
で

が
・５
分
未
満
、⑤
発
生
場
所
が
施
設
、

⑥
事
故
種
別
が
急
病
と
水
難
事
故
、

⑦
受
傷
形
態
が
急
病
と
窒
息
、
③
主

た
る
病
名

・
死
因

（退
院
時
診
断
）

が
内
因
性
疾
患

（循
環
器
系
、
新
生

物
、
脳
血
管
）
の
場
合
に
死
亡
率
が

一局
か
っ
た
。

９
２
２
件
の
全
事
案
を
地
域
別
に

み
る
と
、
２３
都
道
府
県
に
わ
た

っ
て

お
り
、
内
訳
は
東
京
５０

。
７
％
が
断

ト
ツ
で
、
埼
玉
１４
・３
％
、
奈
良
５
ｏ

３
％
、
千
葉
５

・
０
％
、
大
阪
４

・

８
％
と
続
く
。
２３
か
所
も
の
救
命
救

急
セ
ン
タ
ー
が
あ
る
東
京
が
過
半
数

を
占
め
る
こ
と
は
驚
き
だ
が
、
「最
後

の
砦
」
が
多
数
存
在
す
る
こ
と
が
か

え
っ
て
受
診
拒
否
じ
や
す
い
環
境
を

生
ん
で
い
る

の
で
は
な
い
だ
ろ
う

か
。
ま
た
、
未
だ
に
奈
良
県
で
の
″
た

ら
い
回
し
″
が
多
い
の
も
気
に
な
る

所
だ
。
さ
ら
に
わ
が
国
を
２
地
域
に

分
け
る
と
、
東
日
本

（除
東
京
）
が

３．
．
５
％
、
西
日
本
が
１７
・
９
％
で
、

調
査
対
象
事
案
は
総
し
て
東
日
本
に

多
か
っ
た
が
、
死
亡
率
は
東
日
本
で

低
く
（２８
。
３
％
）
、
西
日
本
で
高
か
っ

た

（３９

・
５
％
じ
。

救
急
患
者
の
受
入
困
難
事
案
の
分

析
に
お
い
て
は
、
照
会
回
数
や
搬
送

の
所
要
時
間
、
そ
の
他
の
要
因
が
、

結
果
と
し
て
患
者
の
生
死
に
か
か
わ

る
か
否
か
が
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
の
ひ

と
つ
で
あ
ろ
う
。
本
研
究
に
お
い
て

は
、
照
会
回
数
は
搬
送
の
プ
ロ
セ
ス

の
中
で
も
現
場
到
着
か
ら
現
場
出
発

ま
で
の
時
間
と
正
の
相
関
が
あ
り
、

こ
れ
が
党
知
か
ら
病
院
収
容
ま
で
の

総
所
要
時
間
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い

る
こ
と
が
推
察
さ
れ
る
。
し
か
し
、

照
会
回
数
、
搬
送
の
所
要
時
間
と
退

院
時
生
死
と
の
関
係
を
み
る
と
、
照

会
回
数
が
最
も
少
な
い
Ｈ
回
と
１２
回

の
事
案
で
死
亡
率
が
高
く
、
現
場
到

着
か
ら
現
場
出
発
、
現
場
出
発
か
ら

病
院
収
容
ま
で
の
時
間
が
短
い
ほ
う

が
死
亡
率
が
高
か

っ
た
。
こ
れ
ら
の

結
果
は
直
感
に
反
す
る
。

そ
こ
で
主
た
る
病
名

・
死
因
に
着

目
す
る
と
、
内
因
性
疾
患
の
事
案
は

外
因
性
疾
患
の
事
案
よ
り
も
死
亡
率

が
高
か
っ
た
が
、
現
場
到
着
か
ら
病

院
収
容
、
党
知
か
ら
病
院
収
容
ま
で

の
時
間
は
短
か
っ
た
。
と
い
う
こ
と

は
内
因
性
疾
患
が
疑
わ
れ
る
事
案
の

場
合
に
は
、
救
急
隊
、
医
療
機
関
、

ほ
か
関
係
機
関
が
協
力
し
て
少
し
で

も
搬
送
時
間
を
短
く
す
る
努
力
が
払

わ
れ
て
い
る
も
の
の
、
疾
患
の
特
性

上
ど
う
し
て
も
死
亡
率
が
高
い
た

め
、
見
か
け
上
、
所
要
時
間
が
短
い

ほ
う
が
死
亡
率
が
高
く
な
っ
て
し
ま

う
の
か
も
し
れ
な
い
。　
　
　
　
一

い
ず
れ
に
し
て
も
本
研
究
の
デ
ー

タ
は
重
症
以
上
か
つ
照
会
回
数
ｎ
回

以
上
の
事
案
の
み
を
収
集
し
た
も
の

で
あ
り
、
す
べ
て
の
症
例
を
網
羅
じ

た
も
の
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、

本
研
究
の
結
果
の
み
か
ら
救
急
搬
送

の
全
容
を
推
論
す
る
こ
と
は
不
可
能

で
あ
り
、
無
理
な
推
論
は
誤
っ
た
政

策
提
言
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
。
残

念
な
が
ら
本
研
究
は
継
続
不
可
ど

な
っ
た
の
で
、今
後
は
独
自
財
源
で
、

現
在
の
救
急
搬
送
、
受
入
に
お
い
て

何
が
問
題
な
の
か
、
研
究
仮
説
と
予

想
さ
れ
る
結
果
を
明
確
に
し
た
上

で
、
モ
デ
ル
の
構
築
、
調
査
項
目
と

変
数
の
定
義
、
調
査
対
象
の
選
定
基

準
と
標
本
抽
出
法
、
デ
ト
タ
収
集
の

方
法
、
適
切
な
分
析
手
法
な
ど
、　
一

連
の
研
究
デ
ザ
イ
ン
を
綿
密
に
設
計

す
る
所
存
で
あ
る
。
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何
故
、
伸
び
な
い
の
か

日
本
の
ワ
ク
チ
ン
市
場

医
療
に
お
け
る
喫
緊
の
課
題
は
新
型

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対
策
だ
。
特
に
、
輸

入
フ
ク
チ
ン
に
ま
つ
わ
る
免
責
と
無
過

失
補
償
は
重
要
で
あ
る
。
こ
れ
を
ク
リ

ア
し
な
け
れ
ば
、
ワ
ク
チ
ン
が
輪
人
で

き
な
い
可
能
性
が
あ
る
か
ら
だ
。
興
味

深
い
の
は
ワ
ク
チ
ン
の
免
責
と
無
過
失

補
償
に
つ
い
て
、
長
年
に
わ
た
り
議
論

を
避
け
て
き
た
厚
生
労
働
省
と
民
主
党

の
主
張
は
正
反
対
だ

っ
た
と
い
う
点
。

厚
労
省
は
ワ
ク
チ
ン
の
副
作
用
が
問
題

に
な
る
た
び
に
、
国
家
が
責
任
を
負
う

「強
制
接
種
」
か
ら
、
国
民
の
自
己
責

任
で
委
ね
る

「個
別
接
種
」
に
取
り
扱

菫̈
一
一

い
を
変
更
し
て
き
た
。
こ
れ
は
、
ワ
ク

チ
ン
に
関
す
る
法
的
整
備
を
充
実
さ
せ

て
き
た
先
進
国
と
は
対
照
的
だ
っ

こ
う
し
た
中
で
去
る
第
１
７
３
回
臨

時
国
会
に
て
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

ワ
ク
チ
ン
を
使
用
す
る
た
め
の
特
措
法

が
成
立
し
た
。
そ
の
趣
旨
は
２
つ
。　
一

つ
は
、
特
例
承
認
の
新
型
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
ワ
ク
チ
ン
を
使
用
す
る
に
当
た
り
、

副
反
応
や
そ
の
他
の
訴
訟
に
よ
る
補
償

を
国
が
行
う
こ
と
ら
い
ま

一
つ
は
、
今

回
の
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ワ
ク
チ
ン

は
、
任
意
接
種
の
枠
組
み
で
実
施
す
る

が
、
健
康
被
害
救
済
制
度
に
つ
い
て
は

予
防
接
種
法
の
Ⅱ
類
に
相
当
す
る
救
済

制
度
を
採
用
す
る
こ
と
だ
ｃ
こ
の
法
実

が
成

立

し
た

こ
と

で
、
先
進

諸
国

と
同
等
の
法
的
整
備
が
さ
れ
、
海
外
製

の
ワ
ク
チ
ン
も
使
用
可
能
に
な
り
、
ま

た
、
被
接
種
者

へ
の
救
済
制
度
も
充
実

す
る
こ
と
と
な
る
。
ま
ず
は
第

一
歩
だ
。

し
か
し
、
今
回
の
措
置
は
、
言

っ
て

み
れ
ば
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ワ
ク

チ
ン
に
限
定
し
た
急
場
し
の
ぎ
の
付
け

焼
刃
的
な
も
の
で
し
か
な
い
。
望
む
ら

く
は
、
今
回
の
騒
動
に
よ
り
、
こ
れ
ま

で

一
部
の
利
害
関
係
者
だ
け
で
運
用
し

て
き
た
日
本
の
ワ
ク
チ
ン
政
策
の
脆
弱

さ
が
明
ら
か
に
な
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

い
ま
こ
そ
政
権
交
代
を
契
機
に
、
ワ
ク

チ
ン
を
取
り
巻
く
法
律
体
系
、
政
策
な

ど
の
根
本
的
課
題
を
１

見
え
る
化
“

し
、
日
本
の
ワ
ク
チ
ン
政
策
を
変
え
る

と
き
な
の
で
あ
る
ｃ

ワ
ク
チ
ン
市
場
の
現
状

ワ
ク
チ
ン
を
取
り
巻
く
環
境
を
俯
酸

す
る
と
、
大
き
く
３
つ
の
軸

（①

ワ
ク

手
ン
の
導
入
、
②
普
及
、
Ｏ
評
価
）
が

浮
き
出
て
く
る
ｃ

ワ
ク
チ
ン
の
導
入
に
当
た

っ
て
は
、

何
と
言

っ
て
も
研
究
開
発
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
や
品
質
基
準
な
ど
の
整
備
が
論
点
と

な
る
。
ま
た
、
そ
の
普
及
に
当
た

っ
て

は
、
国
民
の
理
解
を
得
る
た
め
の
啓
発

活
動
と
費
用
負
担
の
整
備
が
不
可
欠
で

あ
る
。
そ
し
て
、
導
入
さ
れ
た
ワ
ク
チ

ン
の
評
価
で
は
、
基
礎
的
な
疫
学
デ
ー

タ
の
収
集
体
制

の
構
築
が
求
め
ら
れ

る
．^
さ
ら
に
総
合
的
視
野
に
立

っ
て
こ

れ
ら
全
て
を
議
論
す
る
た
め
の
組
織
も

必
要
で
あ
る
が
、
本
稿
で
は
、
特
に
②

普
及
の
費
用
負
担
の
整
備
と
い
う
切
り

口
か
ら
ワ
ク
チ
ン
政
策
の
あ
り
方
を
提

言

すヽ
る
。

ワ
ク
チ
ン
市
場
の
現
状
を
み
る
と

（２
０
０
７
年
）
、
世
界
の
市
場
規
模
は

約
１

・
８
兆
円
で
、
日
本
の
シ
ェ
ア
は

４
％

（７
２
６
億
円
）
足
ら
ず
。
外
資

系
企
業
も
医
療
用
医
薬
品
市
場
で
は
３５

社

（”
％
の
シ
ェ
ア
）
も
参
入
し
て
い

る
が

、

ワ
ク
チ

ン
市

場

へ
は

１
社

（１

・
９
％
の
シ

ェ
ア
）
の
み
で
あ
る
。

待
つ
た
な
し
の
ワ
ク
チ
ン
政
策
ｏ

世
界
に
恥
じ
な
い

「総
合
的
な
戦
略
」
が
求
め
ら
れ
る

●
東
京
医
科
歯
科
大
学
大
学
院
医
療
経
済
学
分
野
教
授

●
ベ
ル
リ
シ

・
フ
リ
■
大
学
リ
サ
ー
チ

一
フ
ェ
ロ
ー

川
渕
孝

一

ボ
ト
ル

・
タ
ル
コ
ッ
ト

―
＞
―
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こ
の
結
果
、
い
わ
ゆ
る

”
ワ
ク
チ

ン

・
ギ
ャ
ッ
プ
“
は
拡
大
し
、
長
期
的

に
は
国
民
の
不
利
益
と
な
り
か
ね
な
い
。

事
実
、
欧
米
で
は
承
認
済
み
の
Ｍ
Ｍ

Ｒ
、
不
活
化
ポ
リ
オ
、
ロ
タ
ウ
イ
ル
ス

と
い
っ
た
ワ
ク
チ
ン
が
わ
が
国
で
は
薬

事
法
の
承
認
を
受
け
て
い
な
い
。
ま
た
、

生
ワ
ク
チ
ン

（Ｍ
Ｍ
Ｒ
、
Ｍ
Ｍ
Ｒ
Ｖ
）
、

Ｄ
Ｐ
Ｔ
ベ
ー
ス
の
不
活
化

ワ
ク
チ
ン
、

Ｂ
型
肝
炎
ベ
ー
ス
の
ワ
ク
チ
ン
と
い
っ

た
多
く
の
混
合
ワ
ク
チ
ン
が
日
本
で
は

使
用
で
き
な
い

　゙
一
般
に
ワ
ク
チ
ン
開

発
に
は
第

一
相
試
験
か
ら
使
用
可
能
に

な
る
ま
で
５
，
８
年
か
か
る
と
い
う

．^

費
用
も
５
５
０
億
～
１
１
０
０
億
円
程

度
要
す
る
た
め
、
企
業
も
慈
善
活
動
で

な
け
れ
ば
採
算
の
あ
わ
な
い
市
場
に
は

参
入
し
な

い
。
国

っ
た
こ
と
に
、
こ
の
，

よ
う
な
現
状
は
、
ほ
と
ん
ど
日
本
国
民

に
知
ら
さ
れ
て
い
な
い
。

そ
こ
で
以
下
、
わ
が
国
の
ワ
ク
チ
ン

行
政
を
取
り
巻
く
現
状
と
課
題
に
つ
い

て
述
べ
る
。
続
い
て
日
本
に
類
似
し
た

社
会
保
険
方
式
を
有
す
る
フ
ラ
ン
ス
と

ド
イ
ツ
を
例
に
挙
げ
な
が
ら
、
わ
が
国

の
ワ
ク
チ
ン
政
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て

考
え
る
こ
と
に
す
る
っ

ワ
ク
チ
ン
の
種
類
と
財
源

轟

ワ
ク
チ
ン
は
、
図
１
に
示
し
た
と
お

り
大
き
く
２
つ
に
分
類
さ
れ
る
。
予
防

接
種
法
に
規
定
さ
れ
た
定
期
予
防
接
種

の
ワ
ク
チ
ン
と
そ
れ
以
外
の
任
意
接
種

の
ワ
ク
チ
ン
で
あ
る
。
さ
ら
に
定
期
予

防
接
種
ワ
ク
チ
ン
は
、
Ｉ
類
と
日
類
に

分
け
ら
れ
る
．
Ｉ
類
は
原
則
全
額
公
費

負
担
、
１
類
は
自
治
体
の
財
政
状
態
に

よ
り
公
費
負
担
額
が
決
め
ら
れ
る
が
、

一
部
は
自
己
負
担
と
な

っ
て
い
る
。
ま

た
、
定
期
接
種
に
組
み
込
ま
れ
な
い
任

意
接
種
の
フ
ク
チ
ン
は
全
額
被
接
種
者

の
自
己
負
担
と
な
る
が
、　
一
部
助
成
金

を
出
し
て
い
る
自
治
体
も
あ
る
っ
い
ず

れ
に
し
ろ
、
医
薬
品
と
の
最
大
の
相
違

点
は
、
医
薬
品
は
財
源
が
公
的
保
険
制

度

（薬
価
ベ
ー
ス
）
で
償
還
さ
れ
て
い

る
の
に
対
し
、
フ
ク
チ
ン
は
地
方
自
治

体
の

一
般
財
源
か
ら
の
支
出
と
い
う
こ

と
で
あ
る
ｔ

ま
た
、
ワ
ク
チ
ン
は
年
齢
層
ご
と
に

接
種
時
期
が
決
ま

っ
て
お
り
、
「
予
防

接
種
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル
」
と
呼
ば
れ
、
各

国
で
独
自
の
予
防
接
種
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

が
設
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
決
め
ら
れ

た
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル
に
合
わ
な
い
時
期
に

接
種
を
す
る
と
公
費
負
担
の
ワ
ク
チ
ン

で
も
自
己
負
担
と
な
る
。

ワ
ク
チ
ン
と
医
薬
品
の

法
体
系
の
違
い

ワ
ク
チ
ン
の
公
費
負
担
は
、
１
９
４

８
年

（昭
和
お
年
）
施
行
の

「予
防
接

種
法
」
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。
予
防
接

種
法
以
前
は
、
天
然
痘
予
防
規
則

（明

治
１０
年
）
に
よ
り
国
費
に
よ
る
強
制
種

痘
が
実
施
さ
れ
て
い
た
，
そ
れ
が
戦
後
、

占
領
軍
へ
の
伝
染
病
感
染
を
恐
れ
た
Ｇ

Ｈ
Ｑ
に
よ
り
強
制
集
団
予
防
接
種
と
な

り
、
１
９
４
８
年
に
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
指
導
の

も
と
予
防
接
種
法
が
制
定
さ
れ
た
〓
ポ

イ
ン
ト
は
こ
の
と
き
に
予
防
衛
生
業
務

は
地
方
自
治
体
の
所
管
と
さ
れ
た
点
で

あ
る
。
そ
の
後
、
現
在
に
至
る
ま
で
予

防
接
種
法
は
２．
次
の
改
正
が
加
え
ら
れ

た
が
、
所
管
は
地
方
自
治
体
の
ま
ま
変

更
さ
れ
て
い
な
い
。

１
９
４
８
年
の
法
制
定
後
の
大
き
な

改
正
は
、
１
９
７
６
年
に
予
防
接
種
の

健
康
被
害
は
国
が
救
済
す
る
こ
と
を
定

め
た
こ
と
で
あ
る
。
感
染
症
患
者
の
減

少
に
伴
い
、
予
防
接
種
に
よ
る
健
康
被

害
の
ほ
う
が
大
き
な
社
会
問
題
と
な
り
、

予
防
接
種
健
康
被
害
救
済
制
度
が
確
立

し
た
。
同
時
に
接
種
義
務
は
緩
和
さ
れ

罰
則
も
廃
止
さ
れ
た
。
ま
た
同
時
に
、

市
町
村
長
が
予
防
接
種
の
当
事
者
で
あ

る
と
し
て
、
担
当
医
療
関
係
者
の
責
任

は
間
わ
な
い
こ
と
に
な
っ
た
（．

そ
し
て
１
９
９
４
年
の
改
正
で
は
、

法
に
よ
る
強
制

・
義
務
接
種
か
ら
国
民

の
努
力
規
定
と
な
り
、
集
団
義
務
接
種

か
ら
勧
奨
個
別
接
種

へ
と
移
行
し
た
。

た
だ
し
、
任
意
接
種
の
ワ
ク
チ
ン
に
関

し
て
は
何
の
法
的
規
定
も
な
く
、
被
接

種
者
ま
た
は
保
護
者
の

「任
意
」
と
な

っ
て
お
り
、
そ
れ
が
現
在
の
課
題
と
な

っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

図 1 ワクチンの種類

任意機種のワクチン

原則被接種者の全額自己負担
水痘,おたふく,B型肝炎 ,肺炎球菌
高齢嗜以外のインフルエンデ,その他

被接種者の自己負担と一部公費助成

|「
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一
方
、
医
薬
品
を
償
還
す
る
根
拠
で

あ
る
健
康
保
険
法
は
、
労
働
運
動
に
対

す
る
対
抗
策
と
し
て
１
９
２
２
年

（大

正
Ｈ
年
）
に
施
行
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、

災
害
保
険
と
し
て
の
意
味
も
あ
り
、
死

亡
、
疾
病
、
負
傷
、
分
娩
の
４
種
の
保

険
事
故
が
設
定
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
国

民
健
康
保
険
法

（昭
和
１３
年
）
が
施
行

さ
れ
、
昭
和
１７
年
に
は
強
制
加
入
と
な

っ
た
。
そ
し
て
、
戦
後
に
国
民
健
康
保

険
法

（新
法
）
が
制
定
さ
れ
、
国
民
皆

保
険

（昭
和
３６
年
）
が
達
成
さ
れ
た
し

こ
の
よ
う
に
ワ
ク
チ
ン
と
医
療
用
医

薬
品
で
は
法
体
系
に
大
き
な
違
い
が
あ

る
が
、
興
味
深
い
こ
と
に
ワ
ク
チ
ン
は

従
前
、
政
府
の
指
導
に
も
と
づ
い
て
必

ず
接
種
す
べ
き
も
の
だ

っ
た
ｃ
し
か
し

な
が
ら
、
現
在
の
予
防
接
種
法
は
、
改

正
を
繰
り
返
し
た
結
果
、
接
種
の
強
制

義
務
が
薄
れ
、
個
人
接
種
と
な
り
、
本

来
の
公
衆
衛
生
的
観
点
が
薄
れ
て
い

る
。
ま
た
、
ど
の
法
体
系
に
も
分
類
さ

れ
な
い

「任
意
接
種
」
に
至

っ
て
は
、

公
費
負
担
お
よ
び
啓
発
活
動
が
な
い
た

め
、
他
の
先
進
国
で
は
類
を
み
な
い
低

い
接
種
率
と
な
っ
て
い
る
。

予
防
接
種
に
公
的
資
金
を

投
入
し
た
仏

・
独

一
方
で
、
わ
が
国
と
類
似
し
た
社
会

保
険
方
式
を
有
す
る
フ
ラ
ン
ス
や
ド
イ

ツ
で
は
予
防
接
種
は
公
的
保
険
の
対
象

と
な

っ
て
い
る
■
次
に
そ
の
机
略
を
紹

介
す
る
。

ま
ず
フ
ラ
ン
ス
は
、
１
９
４
７
年
に

被
用
者
保
険
が
近
代
的
な
制
度
に
な

っ

て
以
来
、
予
防
接
種
に
は
被
用
者
保
険

が
適
用
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
被
用

者
保
険
制
度
の
適
用
外
の
人
た
ち
は
、

地
方
自
治
体
か
、ら
の
不
公
平
な
サ
ー
ビ

ス
に
頼
ら
ぎ
る
を
得
ず
、
予
防
接
種
率

の
低
迷
や
、
ワ
ク
チ
ン
で
予
防
可
能
な

疾
患
の
大
発
生
と
い
っ
た
問
題
が
生
じ

て
い
た
。
そ
こ
で
１
９
９
９
年
に
、
新

た
な
国
民
健
康
保
険
制
度
が
、
そ
う
し

た
適
用
外
の
人
に
初
め
て
適
用
さ
れ
、

無
料
で
予
防
接
種
が
受
け
ら
れ
る
よ
う

に
な

っ
た
。
そ
の
結
果
、
国
民
の
健
康

保
険
に
よ
る
予
防
接
種
の
カ
バ
ー
率
は

飛
躍
的
に
上
昇
し
、
ワ
ク
チ
ン
で
予
防

可
能
な
疾
患
の
発
症
率
が
減
少
し
た
。

一
方
、
ド
イ
ツ
で
は
、
以
前
よ
り
大

半
の
公
的
疾
病
金
庫
か
ら
予
防
接
種
に

資
金
が
投
入
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

そ
の
資
金
提
供
の
決
定
は
各
疾
病
金
庫

に
任
さ
れ
、
採
用
時
期
や
カ
バ
ー
さ
れ

る
ワ
ク
チ
ン
に
疾
病
金
庫
間
の
格
差
が

生
じ
て
い
た
。
そ
こ
で
２
０
０
７
年
の

医
療
改
革
に
よ
り
、
中
央
政
府
で
意
思

決
定
す
る
仕
組
み
に
転
換
し
、
そ
の
格

差
は
解
消
さ
れ
た
と
い
う
。

求
め
ら
れ
る
国
の
責
任
の
明
確
化

こ
こ
で
留
意
す
べ
き
は
、
近
年
の
フ

ラ
ン
ス
と
ド
イ
ツ
に
お
け
る
予
防
接
種

政
策
の
改
革
は
、
広
範
囲
な
医
療
制
度

改
革
の

一
環
と
し
て
、
国
の
方
針
と
資

金
負
担
の
責
任
を
改
め
て
明
確
に
し
た

こ
と
で
あ
る
。

ド
イ
ツ
で
は
２
０
０
４
年
以
降
、
２

８
０
を
超
え
る
疾
病
金
庫
の
給
付
率
調

整
を

一
元
化
し
、
自
治
体
ご
と
に
行
わ

れ
て
い
た
制
度
を
改
革
し
た
。
よ
り
直

接
的
な
給
付
と
給
付
率
格
差
の
是
正
の

た
め
の
決
定
を
下
し
た
の
だ
。
興
味
深

い
の
は
ド
イ
ツ
で
は
医
療
保
険
間
で
の

平
等
な
競
争

の
た
め
の
条
件
を
確
立

し
、
医
療
保
険
の
選
択
肢
を
確
保
す
る

た
め
に
必
要
な
政
策
改
革
を
行

っ
た
こ

と
だ
。
そ
の

一
環
と
し
て
、
２
０
０
７

年
に
予
防
接
種
に
保
険
を
適
用
す
る
こ

と
を
す
べ
て
の
疾
病
金
庫
に
義
務
付
け

た
。フ
ラ
ン
ス
も
、
予
防
医
療
が
地
方
自

治
体
の
管
理
下
に
あ
る
た
め
、
財
政
状

況
に
よ
り
予
防
接
種
率
に
格
差
が
生
じ

て
し
ま

っ
た
。
そ
の
弊
害
を
是
正
す
る

た
め
、
２
０
０
６
年
改
革
に
よ
り
予
防

接
種
な
ど
の
予
防
医
療
に
対
す
る
国
の

責
任
を
明
確
に
し
た
。
具
体
的
に
は
、

公
的
資
金
の
投
入
に
よ
っ
て
、
予
防
接

種
健
康
被
害

（Ａ
Ｅ
Ｆ
Ｉ
＝
＞
を
ｏ
『Ｘ

Ｏ
く
ｏ
【〓
　
【″
）一び
■
一●
機
　
【ヨ
Ｂ
〓
ユ
゛
”
一δ
こ

報
告
制
度
の
充
実
が
可
能
に
な
り
、
義

務
的
予
防
接
種
に
関
す
る
Ａ
Ｅ
Ｆ
Ｉ
報

告
制
度
を
担
当
す
る
国
家
機
構
も
設
置

さ
れ
た
。

こ
れ
に
対
し
て
、
わ
が
国
で
は
、
予

防
接
種
法
に
よ
り
定
期
予
防
接
種
お
よ

び
予
防
接
種
健
康
被
害
に
対
す
る
責
任

は
地
方
自
治
体
が
負
う
。
地
方
の
裁
量

で
予
防
接
種
行
政
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
と
し
た
点
は
評
価
さ
れ
る
が
、
こ
れヽ

が
か
え
っ
て
自
治
体
間
の
財
政
力
に
よ

る
接
種
率
格
差
を
生
ん
で
し
ま

っ
た
の

で
あ
る
。

そ
こ
で
提
案
だ
が
、
公
的
医
療
保
険

制
度
か
ら
予
防
接
種
に
対
す
る
資
金
を

調
達
し
、
勧
奨
予
防
接
種
の
数
を
増
や

す
よ
う
に
す
れ
ば
、
感
染
症
対
策
と
い

う
重
要
な
日
標
を
効
果
的
に
推
進
で
き

る
よ
う
に
な
る
の
で
は
な
い
か
し
予
防

接
種
を
公
的
医
療
保
険
制
度
に
組
み
人

れ
る
た
め
に
は
、
地
方
自
治
体
と
国
の

役
割
を
明
確
に
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ

２つ
。仏

・
独
が
予
防
接
種
を

保
険
給
付
の
対
象
と
し
た
理
由

――・ｌ・コ
　Ｆ・・

難

―
＞
―
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表 1 ワクチンに関する医療経済分析の概要 (日本)

*1 今野良 他,産婦人科治療 VOL"No.5,20器
*2 菅原民枝 他、感染症学雑誌,関 (3),2129,2∞6
*3 神谷齊 他 日本小児科学会雑誌1 1lo(9),1214‐ 21,卸

“*4 神谷齊 他,小児科臨床 ,61(11).23)41,200t9

‐………一　一】一【
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紺
締

そ
れ
に
し
て
も
、
わ

が
国
と
同
じ
現
物
給
付

の
ス
キ
ー
ム
を
有
す
る

フ
ラ
ン
ス
と
ド
イ
ツ
は

ど
う
し
て
予
防
接
種
を

保
険
給
付
の
対
象
と
し

た
の
だ
ろ
う
か
。
そ
も

そ
も
公
的
保
険
で
は
、

障
害
と
疾
病
は
給
付
の

対
象
と
な
る
が
、
予
防

は
給
付
対
象
外
で
は
な

か
っ
た
の
か
。

理
由

は
簡
潔
明
瞭

だ
〓
費
用
対
効
果
を
勘

案
し
た
医
療
経
済
分
析

に
よ

っ
て
ワ
ク
チ
ン
存
ヽ

公
的
保
険
の
給
付
対
象

と
す
る
正
当
性
が
証
明

さ
れ
た
か
ら
だ
。
単
に

公
衆
衛
生
の
改
善
だ
け

で

な

く

、

Ｖ

Ｐ

Ｄ

（　
ン、”ｏｏ
一●
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鬱
】・ｏく
ｏ
●
中

”
０
】●
∪
お
ｏ
”
∽
の
、
　
ヮ

ク

チ
ン
に
よ
り
予
防
可
能

な
疾
患
）
を
減
ら
す
こ

と
に
よ
る
総
医
療
費
の

削
減
効
果
が
算
出
さ
れ

た
の
で
あヽ
る
。

ま
さ
に

「予
防
に
勝

る
良
薬
な
し
」
だ
が
、

こ
の
種
の
医
療
経
済
分
析
は
わ
が
国
で

も
活
発
に
行
わ
れ
て
い
る
。
表
１
は
そ

の
概
要
を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
．

た
と
え
ば
、
今
野
氏
ら
の
数
式
モ
デ

ル
に
よ
る
と
子
宮
頸
が
ん
予
防

ワ
ク
チ

ン
は
１２
歳
の
女
児
全
員
に
接
種
し
た
場

合
、
そ
の
発
症
数
及
び
死
亡
数
を
約

７３
％
減
少
さ
せ
る
と
い
う
し
ま
た
、
将

来
の
治
療
費

・
が
ん
の
再
検
診
療
用
及

び
労
働
損
失
な
ど
の
問
接
費
用
を
合
わ

せ
る
と
、
社
会
全
体
に
対
し
約
１
９
０

億
円
の
削
減
と
な
る
。

国
内
に
お
け
る
先
行
研
究
の
中
で
削

減
額
ま
で
求
め
た
も
の
を

一
覧
表
に
す

る
と
表
２
の
よ
う
に
な
る
。

実
際
、
フ
ラ
ン
ス
と
ド
イ
ツ
で
は
、

予
防
接
種
政
策
を
地
方
自
治
体
行
政
か

ら
国
家
政
策

へ
と
方
向
転
換
し
た
こ
と

に
よ
リ
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
率
が
上
が
り
、

ワ
ク
チ
ン
で
予
防
可
能
な
疾
病
の
発
症

数
が
減
少
し
た
と
い
う
。
麻
疹
を
例
に

と
る
と
、
公
的
医
療
保
険
に
よ
る
費
用

負
担
を
拡
大
し
た
こ
と
で
ワ
ク
チ
ン
接

種
率
が
上
が
り
、
報
告
症
例
数
が
劇
的

に
減
少
し
、
年
間
の
直
接
医
療
費
は
フ

ラ
ン
ス
で
は
１
億
４
５
０
０
万
ド
ル
、

ド
イ
ツ
で
は
９
０
０
０
万
ド
ル
が
削
減

さ
れ
た
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。

両
国
の
社
会
保
障
制
度
は
日
本
と
の

共
通
点
も
多
い
の
で
、
そ
の
改
革
は
参

考
に
で
き
る
の
で
は
な
い
か
。

ゴ

筋
の
灯
り
“
が

見
え
て
き
た
，

こ
の
よ
う
に

”世
界
の
常
識
“
が
通

用
し
な
い
日
本
だ
が
朗
報
も
あ
る
。
２

０
０
９
年
１０
月
１６
日
に
は
、
英
系
製
薬

会
社
グ
ラ
ク
ソ

・
ス
ミ
ス
ク
ラ
イ
ン

（Ｇ
Ｓ
Ｋ
）
の
子
官
頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン
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表 2 ワクチン導入による社会コス トの削減額
ツクチン 対象コホー ト 接種事 (仮定)

日uv"た 7ul

(医療 費 ■生 産 IFI失 )

子富頸がん予防
ワクチンニ

'

12歳女兄 10KI% 約動 億円

水痘ワクチン'2 lJt人口 10C)%
栂 3"億 円

(増分費 用便益比 =4と した場合 ,

Hibツ クチン
*3 (歳人口 9)% 82億円

4｀児用踊柔沐国
ワクチント4

味 人口 1∞% 6"億円
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と
、
乳
幼
児
の
髄
膜
炎
な
ど
を
防
ぐ
小

児
用
飾
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン

（ワ
イ
ス
社
）

が
同
時
に
承
認
さ
れ
た
。
前
者
は
∞
年

‐２
月
２２
日
に
発
売
さ
れ
、
後
者
も
年
内

に
は
発
売
の
見
通
し
だ
。

子
官
頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン
は
世
界
１
０

０
カ
国
で
承
認
さ
れ
、
日
本
は
な
ん
と

”
番
目
で
あ
っ
た
。
米
国
は
Ю
代
か
ら

２０
代
で
の
接
種
を
推
奨
し
て
お
り
、
わ

が
国
で
も
導
入
が
求
め
ら
れ
て
い
た
。

万
有
製
薬
も
ワ
ク
チ
ン
承
認
を
中
請
、

現
在
臨
床
試
験
中
で
あ
る
．
結
果
が
出

れ
ば
、
外
資
系
の
ワ
ク
チ
ン
と
同
様
に

国
の
承
認
を
経
て
発
売
さ
れ
る
。

子
宮
頸
が
ん
は
、
Ｈ
Ｐ
Ｖ

（ヒ
ト

・

パ
ピ
ロ
ー
マ
ウ
イ
ル
ス
）
が
子
宮
の
入

り
口

（頸
部
）
に
感
染
し
発
症
す
る
、

女
性
で
は
世
界
で
２
番
目
に
多
い
が
ん

だ
が
、
感
染
し
て
も
必
ず
が
ん
が
発
症

す
る
わ
け
で
は
な
い
。
Ю
％
の
女
性
が

感
染
経
験
を
持
つ
と
さ
れ
る
が
、
大
半

は
無
症
状
の
ま
ま
自
然
消
滅
す
る
。
Ｈ

Ｐ
Ｖ
の
細
か
い
分
類
の
う
ち
、
リ
ス
ク

の
高
い
タ
イ
プ
の
感
染
を
放
置
し
た
場

合
に
、
が
ん
を
引
き
起
こ
す
こ
と
が
あ

る
が
、
自
党
症
状
は
あ
ま
り
な
い
。

わ
が
国
で
は
毎
年
、
約
１
万
５
０
０

０
人
の
女
性
が
子
宮
頸
が
ん
に
か
か

り
、
約
３
５
０
０
人
が
死
亡
し
て
い
る
。

た
だ
、
原
因
が
Ｈ
Ｐ
Ｖ
感
染
の
た
め
、

一一一一一一一̈̈
一一一一一一

ワ
ク
チ
ン
接
種
で
が
ん
を
防
ぐ
こ
と
は

可
能
で
あ
る
。
子
官
頸
が
ん
が

「予
防

で
き
る
唯

一
の
が
ん
」
と
い
わ
れ
る
ゆ

え
ん
だ
。

一
方
、
小
児
用
肺
炎
球
菌
結
合
型
ワ

ク
チ
ン
は
、
小
児
に
お
い
て
重
篤
化
し

や
す

い
疾
患
で
あ
る
細
菌
性
髄
膜
炎
、

菌
血
症
、
血
液
培
養
陽
性
の
肺
炎
な
ど

の
侵
妻
性
肺
炎
球
蘭
感
染
症
を
主
に
予

防
す
る
ワ
ク
チ
ン
で
あ
る
。
肺
炎
球
菌

は
、
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
菌
と
と
も
に
小

児
期
の
重
症
感
染
症
の
二
大
原
因
と
し

て
挙
げ
ら
れ
、
わ
が
国
で
は
２
０
０
０

年
以
降
薬
剤
耐
性
菌
が
増
加
し
て
い
る

こ
と
か
ら
も
フ
ク
チ
ン
に
よ
る
予
防
が

不
可
欠
で
あ
る
（、
こ
の
ワ
ク
チ
ン
は
２

歳
未
満
の
乳
幼
児
で
も
十
分
な
抗
体
価

が
得
ら
れ
る
よ
う
開
発
さ
れ
た
も
の
で
、

現
在
世
界
１
■
０
カ
国
近
く
で
導
入
さ

れ
て
い
る
。
２
０
０
７
年
に
は
、
Ｗ
Ｈ

Ｏ
が
こ
の
ワ
ク
チ
ン
を
す
べ
て
の
国
で

定
期
接
種
に
す
る
よ
う
推
奨
し
て
い
る
。

２
０
０
０
年
よ
り
定
期
接
種
を
開
始

し
た
ア
メ
リ
カ
で
は
、
侵
襲
性
肺
炎
球

菌
感
染
症
が
激
減
し
た
だ
け
で
な
く
、

中
耳
炎
や
肺
炎
に
よ
る
外
来

・
入
院
数

の
減
少
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

こ
の
ワ
ク
チ
ン
の
直
接
の
接
種
対
象
者

で
は
な
い
高
齢
者
で
も
肺
炎
球
菌
感
染

症
の
減
少
が
み
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
は

「問
接
効
果
」
と
呼
ば
れ
、
子
ど
も

レ

ベ
ル
で
の
保
菌
が
減
り
、
菌
の
伝
播
が

減
る
た
め
に
起
こ
る
と
さ
れ
る
。

開
発
中

。
発
売
予
定
の

ワ
ク
チ
ン
の
公
費
負
担

図
２
は
日
本
市
場
に
導
入
さ
れ
た
、

或
い
は
導
入
予
定
の
ワ
ク
チ
ン
か
示̈
し

た
も
の
で
あ
る
。
聾
げ
ワ
ク
チ
ン
は
０８

年
に
発
売
さ
れ
、
ヒ
ト
パ
ピ
ロ
ー
マ
ウ

イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
も
０９
年
１２
月
末
に
発

売
済
み
と
な

っ
た
。
ま
た
、
先
述
の
小

児
用
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン
は
∞
年
１０
月

“
日
に
承
認
さ
れ
、
近
い
う
ち
に
発
売

さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
ロ
タ
ウ
イ
ル
ス

ワ
ク
チ
ン
は
開
発
中
で
、
各
種
混
合
ワ

ク
チ
ン
も
導
入
に
向
け
て
議
論
が
行
わ

れ
て
い
る
ｃ

問
題
は
、
こ
れ
ら
の
新
し
い
ワ
ク
チ

ン
が
承
認

・
発
売
さ
れ
た
際
に
、
果
た

し
て
ど
の
く
ら
い
普
及
す
る
か
だ
。
お

そ
ら
く
日
本
脳
炎
ワ
ク
チ
ン
と
特
殊
な

環
境
で
使
わ
れ
る
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
ワ
ク
チ
ン
を
除
く
新
規
ワ
ク
チ
ン
は
、

「任
意
接
種
」
に
分
類
さ
れ
る
と
予
測

で
き
る
。
そ
の
場
合
ど
う
な
る
か
。
例

え
ば
、
同
じ
任
意
接
種
ワ
ク
チ
ン
に
分

類
さ
れ
て
い
る
水
痘
や
お
た
ふ
く
風
邪

予
防

ワ
ク
チ
ン
の
接
種
率
と
同
様
に

３０
％
程
度
に
と
ど
ま
る
だ
ろ
う
。

水
痘
は
過
去
１０
年
間
、
患
者
発
生
数

は
ほ
ぼ
横
ば

い
で
、
そ
の
報
告
数
は
毎

年
約
２０
万
件
あ
る
が
、
幼
児
に
お
け
る

ワ
ク
チ
ン
接
種
率
は
全
国
で
２
～
３
割

程
度
。
ま
た
、
お
た
ふ
く
は
１
９
９
３

年
後
半
～
９４
年
、
９６
年
～
９８
で
流
行
の

規
模
が
増
大
。
２
０
０
０
～
０‐
年
に
は

年
間
推
定
患
者
数
２
０
０
万
人
を
超
え

る
大
き
な
流
行
が
あ

っ
た
が
、
幼
児
に

お
け
る
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
率
は
全
国
で

‐―
ヽ
ノ
ー 図 2 日本で最近導入された及び導入予定の主なワクチン

インフノじエンザ菌タイプb
ワクチン {Hibワ クチン)
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小児用結合型肺炎球菌ワク

チン (7価〕
200年 10月 承認 任意機種
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9月 承認

海外襲ワクチン:特例承認
斡 承認予定 (時期未定)

任意接種であるが高J反応に

ついては 定期Ⅱ類に準じ
るよう特措法察が第173回

臨時国会に提出された
コタウイルスワクチン 断 開発 中

DPT― ⅡVワ クチン 臨床開発中

その他混合ワクチン 政府会議にて議論中
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【注】

1)ワ クチンの中には、薬価収載されているものがあるが、リスクグループを確定

できる一部の適用のみである。たとえば、B型肝炎ワクチンは妊娠中の親から子

への垂直感染予防、肺炎球菌ワクチンは1卑臓摘出後の感染予防に限り保険償還

がされている。

2)日本でRVフ クチンを導入した場合の薬剤経済分析を実施。予備的解析では、
ロタウイルスワクチンの導入は費用対効果に優オtる ことが示曖され、解析を継

続している。

3)水痘が定期接種化された場合の費用対効果分析を実施。日本全体の疾病負担
は約522億円で、そのうち機会費用が約 8割を占めた。増分便益費用比は、接種

費用を5,000円 から12,000円 とした場合、平均的にはいずれの場合でも4以上と

非常に高い数値を示 した。最小値を見ても1.5以 上と 1を L回っていた。水痘の

疾病負担は、2(XICl年時点の患者
ytt20万
人での麻疹の疾病負担よりも大きかった。

増分便益費用比が、その最小値においても1を 上回っており、ほぼ確実に、定

期接種 fヒによってもたされる追加的な便益が、追加的な費用を上国っていた。し

たがって定期接種化に向けて強い政策的根拠が確認された。

4)0歳人口を対象集団として、 5歳までのPO″の医療経済効果を推計cPいr7

の総額は296億円、PCV7に より削減される各感染症の費用 (医療費+生産損失 )

の合計は687億円となり、391億円の費用削減効果が期待 される結果となった。

PO√7の導入による一時的なワクチン費用の発生は、各種感染症の発生抑制によ

り相殺され、最終的には費用削減効果が得られることが期待できる。

5)小児急性中耳炎に対するPいけの医療経済的効果を推計。 0歳人口を対象とし
た場合のr'CV7の 総額は296億 円となった。ヮクチンの導入に必要な費用を引い

た最終的なPCV7の医療費への影響を算出したところ、際療費は47億円増加した

が、生産損失を加えると314億円の費用bll減になると推計された。r)Cv7の導入

による一時的なフクチン費用の発生は、急性中耳炎の発症抑制により相殺され、

最終的には費用削減効果が得られることが期待できる。

6)In 2001,Japan launched a nalond inlluel12a immunisation p=%ranl for the

elderly 1711ich provides a subsidy_In order to evaluate the emciency ofthe stra鯰 Ⅳ

は cn in tllis current program u711ich prrp宙 dcs 71%subSむ for a]譴 d exllloК

altemative stta“gies,authos canned out a coste“ eclveness andysis Authors

conlparcd st● tegies witll dirc・ rcntlevels of subttdy alld tte utt of nslbatt target

ingけ COnsmlcing a decision tК e model battd on tte ltcmturcS.11lcreinen回

cos●effectveness ratios oF alternative stl‐ategies were estimated demmlinislcally

and probabilislc」 ly iOm sК ie●l pesド cive.Probabilislc」ly esumattd mea

inc“mental cost‐ e“∝」聡ness ralo oF current stra"野 ヽU%15,535 per YOS,

which cal be conduded that current prograin is cos[c・ ffCCtive.Auulors dsO con‐

9:ude mat switching trom curent strate≦ y to sけ atefv Ⅵhich prttides 100%sub‐

sidy fけ all,or stratcgy wllich pro宙 des 100%subttcly for high‐ riま ddcnies Only,

ctt be costtSrecltt as well.

7)米国では2006年 に、34年間の超過死亡とインフルエンザフクチン予防機種率
の関係から、予防接種が死亡を抑制していないという報告がなされた。そこで

同様の研究を日本で行うべく、定期接種化されて以降の期間で都道府県間の超

N。2イ Zθ

`2θ

fθ.  2  1,

き よ ン
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難

３
～
４
割
程
度
と
推
定
さ
れ
る
。

水
痘
症
、
お
た
ふ
く
風
邪
と
い
う
感

染
症
は
、
欧
米
で
は
ワ
ク
チ
ン
の
普
及

で
罹
患
率
は
か
な
り
低
く
抑
え
ら
れ
て

い
る
が
、
わ
が
国
で
は
毎
年
１
０
０
万

人
の
患
者
が
出
て
い
る
と
推
計
さ
れ
て

い
る
の
で
あ
る
。

さ
ら
に
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン
も
特
に

高
齢
者
が
季
節
性
イ
ン
フ
ル
の
ワ
ク
チ

齢
者
の
接
種
率
は
約
５
％
。
米
国
で
は

高
齢
者
の
６５
％
以
上
が
接
種
す
る
な

ど
、
国
際
的
に
み
る
と
日
本
は
非
常
に

低
い
と
さ
れ
る
。

の
接
種
率
を
向
上
さ
せ
る
両
輪
で
あ
る

が
、
現
在
の

「任
意
接
種
」
に
分
類
さ

れ
た
ワ
ク
チ
ン
に
は
こ
の
ど
ち
ら
も
な

い
。
い
わ
ゆ
る

雄
〔法
状
態
“
な
の
で

あ
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
（続
く
）
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過死亡と予防接種率の関係を検討した。その結果、平均的な都道府県で10%の接種率の向上 (1.7万人の追加

的な接種)が4255万円かけて行われると、死亡を5人 ll「制し、医療費を4.2億円削減することが示された。

8)高齢者に対するインフルエンザと肺炎のワクチン接種が、健康函及び経済面iに及ぼす利点について以下の

3群に分けて検討した。①ワクチン非接種群、②インフルエンザヮクチン単独接種群、(3両ワクチン混合接

種群。これらの各群における年間救命費用を第 1群と比較した。65成以上の高齢者10万人に対する第 2群の

年間救命の費用対効果比は51万 6,332円 であるが、第 3群では45万9,874円 になることがわかった。また、第 3

群対第 2群の付加的費用対効果1しは、10万人あたりの救命費用が年間42万6,∞8円であった。以上より、両ワ

クチン混合接種は、インフルエンザヮクチン単独接種より費用対効果が良いと思われた。

9)OI〕JEσΠVE:In Japan,thc subddy of llllllenza ttccilla6on for the clderly was introdu∝ d in Noveinber 2001.

lhis paper examines its policy evalualon from thc tliewpolllt of cost‐ beneflt analysis 4ヽ』 ERLヽLS:alle daレ l of

cOpttment ofinlueFFa Vttcinalon,pop● 1面on ttd shot mtF・ of me eldeny arch suwりed lDIrに lcphone intc・ rvicw

to tlle corで spondents ill山 e lcxr」 govemments ofTokyo metropdittl and otllcr 12 big citiesin Japan.7hC nlo,

●lity due to pncumOnia Orillntenza is obttned froln Viレ lSほtistics clf Popula[on METHOD:At irst,l cxlninc

the irnpaじt of amotint of copttnlent,through its effect on shot rate,on the lttК enセ嘔c of elderly recci宙 ng

illnuenza vaccillalolls.Using tllcse estimalon resulヽ ,bcllcflt‐ c・ost mtio(BCD is calCulamd.RESIJI■ S:「he esti‐

mated coettcient()f copayment on shot r2で iS().007 and staustic」 ly Signirlcant.Shot rate signincanuy reduces

pneuinonia ttd inluena morねlty and iヽ mttnimde is_o()()28 Ъ e obtained llet beneit(NB)is 134 9 mill:()n

yen or USl.08 bi‖ lon and benentく 。史rado is 22.9 and its 95%conidence in“ ●ral is 12_2,43_71.DISCUSS10N:

If copa郷 lent WOuld“ cutby a l()()Ox■ (Uヽめ,■ could ttd(l about 400 deatlls in a17erage big ciけ .ηle benent

cost rati()is quite high compared wi■l the other countries or omer vaccinations.COlヾ CL【」S10N:ヾtfound■ le

strong evidence in a sense oF cost benent analysis in the subsidy for inlllenza vaccination ill the elderly

10)′卜o ra、 電。,thC JttaneSC govemment dedded to partiany p～ 1)c inl● cnza vacanal。 1l costわ r re雨 dcnヽ

ovcr 65ッ℃as.About 23 mllllon pcoplc arc o歌じr65 vcanЮ ld,and 8 mn11。 n elderly wcre vκ cinatcd in this pr●

grain. Hospitis alld clinics usually cSharge about 5,0(Ю  yen for cach paticl】 t given a vκ cina■ on.Ы llcc this pro

grain pays abollt 80% of thc chargc,thc goveminent p洒 d about 32 billlonド n for this program.IPcw studics

llave becn donc of thc ecollonlics of lll■ uenza in Japan.one sttdy trpund■ lc to● l cott of treaung hospitalized

padcll榛 and outrDaICntt was abotit 489 billlollン 3n AnOther study foul)d alc hospl回 izalol)cott frOnl illnuenza b

bc about 187,000 yen for cach adinission.Assumillg llc ctfcct of vaccinatioll to lx,70%,hospitalization alld out

palicnt costs would be reduced by abOut 45 billlon yen lhe 1lospitaiation cost aone wOuld be rcduccd approxl‐

lnat〕ly 25 bllllon yen.111lucnza ttccinalon is obviously cost e」 ective

ll)イ ンフルエンザ菌b型 (Hib)髄膜炎の疾病負担とHibヽフクチンの費用対効果を分析した。Hib髄 1莫炎患者数

年間478人、予防接種費用 1回 7,000円 とした年間経済負担は、フクチン導入で332億円、フクチン非導入で

414億円となった。ワクチン導入は患者数、死亡数、後遺症発生数を減少させ、かつ費用削減もできると考え

られた。

12)ム ンプスワクチンが定期接種化された場合の費用対効果分析を実施。予防接種費用を6,0()0円 とすると、増

分便益費用比は5_2であり、95%信頼区間下限においても1を上回っていた。考察 :増分便益費用比は 1を上

回っており、定期接種化によってもたされる追加的な便益が ,追加的な費用を上回っていた。したがって、

ムンプスフクチンの定期接種化に向けて政策的根拠が確認された。
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今
後
の
方
向
性

わ
が
国
に
お
い
て
は
現
在
、
「任
意

接
種
」
に
分
類
さ
れ
た
ワ
ク
チ
ン
に
つ

い
て
は
、
そ
の
接
種
率
を
向
上
さ
せ
る

両
輪
で
あ
る
公
費
負
担
と
関
係
者
に
よ

る
普
及
啓
発
活
動
の
い
ず
れ
も
欠
如
し

て
お
り
、
い
わ
ゆ
る

”無
法
状
態
“
で

あ
る
こ
と
を
前
回
指
摘
し
た
，
そ
れ
で

は
わ
が
国
は
今
後
ど
う
し
た
ら
よ
い
の

だ
ろ
う
か
。

今
後
の
方
向
性
と
し
て
は
、
現
行
の

定
期
接
種
の
ワ
ク
チ
ン
は
引
き
続
き
予

防
接
種
法
に
基
づ
い
た
普
及
啓
発
、
地

方
自
治
体
の

一
般
財
源
で
の
公
費
負
担

で
運
用
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
気

が
か
り
な
の
は
、
任
意
接
種
ワ
ク
チ
ン

で
あ
る
。
現
在
、
使
用
さ
れ
て
い
る
任

意
ワ
ク
チ
ン
に
加
え
、
今
後
開
発
さ
れ

る
ワ
ク
チ
ン
が
全
て
任
意
接
種
に
分
類

さ
れ
る
こ
と
に
な
れ
ば
、
こ
れ
ら
を
全

て
個
人
任
せ
と
し
て
お
く
の
は
、
社
会

的
に
も
問
題
が
あ
る
ｃ
行
政

・
専
門
家

及
び
業
界
の
間
で
も
こ
の
点
に
関
し
て

の
問
題
意
識
は

一
致
し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
ら
の
ワ
ク
チ

ン
を
ど
の
よ
う
に
推
奨
し
、
資
金
補
助

を
し
て
い
く
の
か
と
い
う
実
質
的
な
議

論
は
ま
だ
始
ま

っ
て
い
な
い
。
と
い
う

の
は
感
染
症
や
ワ
ク
チ
ン
政
策
に
つ
い

て
開
発
か
ら
普
及

（啓
発

・
費
用
負

担
）
に
至
る
プ
ロ
セ
ス
を
総
合
的
に
議

論
す
る

「場
」
が
な
い
か
ら
だ
。
い
わ

ゆ
る
予
防
医
療
が
日
本
で
は
確
立
し
て

い
な
い
こ
と
や
医
薬
品
と
ワ
ク
チ
ン
の

歴
史
的
背
景
が
違
う
こ
と
な
ど
か
ら
医

療
政
策
の
政
策
立
案
の
範
疇
か
ら
ワ
ク

チ
ン
は
除
外
さ
れ
て
き
た
た
め
、
具
体

的
な
方
策
を
示
せ
な
い
こ
と
が
課
題
だ

と
思
わ
れ
る
。
縦
割
り
行
政
組
織
の
見

直
し
が
喫
緊
の
テ
ー
マ
と
い
う
わ
け
だ
。

具
体
的
に
は
、
感
染
症
の
疫
学
研
究

は
国
立
感
染
症
研
究
所
、
ワ
ク
チ
ン
の

許
認
可
は
厚
労
省
医
薬
食
品
局
審
査
管

理
課
、
そ
の
需
給
調
整
や
備
蓄
は
同
局

血
液
対
策
課
、
審
査
の
実
施
は
独
立
行

政
法
人
医
薬
品
総
合
機
構
、
ワ
ク
チ
ン

の
検
定
は
国
立
感
染
症
研
究
所
、
予
防

接
種
法
の
運
用
は
厚
労
省
健
康
局
結
核

感
染
症
課
、
ワ
ク
チ
ン
市
販
後
の
定
期

調
査
は
健
康
局
結
核
感
染
症
課

（任
意

分
は
メ
ー
カ
ー
や
研
究
者
）
と
そ
れ
ぞ

れ
が
バ
ラ
バ
ラ
に
担
当
し
て
い
る
．．
こ

れ
で
は
か
つ
て
の
帝
国
陸
軍
の
よ
う
に

”死
中
に
活
を
求
め
る
“
と
い
う
愚
を

繰
り
返
す
こ
と
に
な
る
。
そ
れ
で
は
ど

う
し
た
ら
よ
い
の
だ
ろ
う
か
。

本
稿
で
は
、
①
予
防
接
種
法
の
枠
組

み
の
拡
大
と
、
②
ワ
ク
チ
ン
用
の
全
く

新
し
い
資
金
源

（
フ
ァ
ン
ド
）
の
確
立

と
い
う
二
つ
の
解
決
策
を
提
示
し
た
い
。

ワ
ク
チ
ン
市
場
の
現
状

ま
ず
第

一
は
予
防
接
種
に
関
す
る
総

合
的
な
戦
略
を
策
定
す
る
こ
と
で
あ
る
。

予
防
接
種
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
の
は

定
期
接
種
の
ワ
ク
チ
ン
の
み
で
、
そ
れ

以
外
の
任
意
接
種
の
ワ
ク
チ
ン
に
つ
い

て
は
言
及
が
な
い
。
水
痘
や
お
た
ふ
く

ワ
ク
チ
ン
は
、
専
門
家
の
間
で
も
定
期

接
種
に
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
い
う
議

論
が
長
年
続
い
て
い
る
が
制
度
化
は
さ

れ
て
い
な
い
の
だ
。
鮨
年
か
ら
開
催
さ

れ
て
き
た
厚
労
省
の
ワ
ク
チ
ン
産
業
ビ

ジ

ョ
ン
推
進
委
員
会
。
な
ど
で
も

「定

期
接
種
に
組
み
込
ま
れ
る
た
め
の
基
準

を
明
確
に
す
べ
き
」
と
い
う
意
見
が
出

さ
れ
て
い
る
が
、
本
格
的
な
議
論
に
は

至

ｒ
ｔ
い
な
い
。

待
つ
た
一な
一し
の
一ヮ
一ク
一チ
ン
政
策
〔

世
界
に
恥
じ
な
い

「
総
合
的
な
戦
略
Ｖ
が
求
め
，ら
れ
る

●
東
京
医
科
歯
科
大
学
大
学
院
医
療
経
済
学
一分
野
教
授

●
ベ
ル
リ
ン
一・
フ
リ
■
大
学
リ
サ
■
チ

。
フ
ェ
ロ
ー

川
渕
孝
二
・
●
■

ポ
．
‐‐
１
‐ル
■
タ
ル
ゴ
ツ

ト

■■銀鶉蜃陪鐵聾I■
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そ
の
た
め
か
予
防
接
種
法
の
中
の
定

義
づ
け
は
あ
い
ま
い
だ
。
例
え
ば
Ｉ
類

に
関
し
て
は
、
そ
の
発
生
及
び
ま
ん
延

を
予
防
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

一
方
、
Ⅱ
類
に
関
し
て
は
、
個
人
の
発

病
ま
た
は
そ
の
重
症
化
を
防
止
し
、
合

わ
せ
て
こ
れ
に
よ
り
そ
の
蔓
延
の
予
防

に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
と
定
義

し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
ど
の
よ

う
な
基
準
で
定
期
接
種
へ
の
組
み
入
れ

の
是
非
が
判
断
さ
れ
る
の
か
は
不
明
で

あ
る
。
望
む
ら
く
は
、
疾
病
の
重
症
度
、
伝

染
の
し
や
す
さ
、
死
亡
卒
、
後
遣
症
な

ど
の
発
症
率
、
使
用
実
績

（接
種
率
）

な
ど
の
基
準
値
を
示
し
、
検
討
会
等
で

合
意
が
得
ら
れ
れ
ば
定
期
接
種
に
組
み

込
む
と
い
っ
た
具
体
的
な
道
筋
が
求
め

ら
れ
る
。
ま
ず
は
疫
学
調
査
を
行
い
、

そ
の
デ
ー
タ
を
用
い
て
、
当
該
感
染
症

を
ど
の
程
度
排
除
す
る
の
か
、
様
々
な

感
染
症
の
中
で
優
先
順
位
を
つ
け
て
対

処
し
て
い
く
な
ど
日
本
独
自
の
感
染
症

対
策
を
論
じ
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

現
実
的
に
は
現
行
の
１
類

・
Ⅱ
類
に

加
え
て
Ш
類
と
い
う
組
み
入
れ
基
準
を

ゆ
る
や
か
に
し
た
分
類
を
新
設
す
る
こ

と
が
考
え
ら
れ
る
し
そ
う
な
る
と
①
任

意
接
種
の
水
痘
ワ
ク
チ
ン
、
②
お
た
ふ

く
ワ
ク
チ
ン
、
そ
し
て
③

一
部
の
地
方

自
治
体
が

一
定
の
助
成
を
し
て
い
る
肺

炎
球
菌
、
の
多
く
の
国
で
定
期
接
種
化

さ
れ
て
い
る
Ｂ
型
肝
炎
ワ
ク
チ
ン
な
ど

は
Ⅲ
類
に
組
み
込
ま
れ
る
で
あ
ろ
う
。

し
か
し
、
そ
の
場
合
で
も
、
大
き
な

問
題
が
２
つ
あ
る
。
１
つ
は
、
予
防
接

種
法
に
基
づ
く
定
期
接
種
に
組
み
込
ま

れ
る
こ
と
は
、
地
方
自
治
体
の

一
般
財

源
か
ら
の
支
出
を
伴
う
現
行
の
シ
ス
テ

ム
と
同
じ
だ
と
い
う
点
。
そ
の
た
め
、

現
在
の
任
意
接
種
ワ
ク
チ
ン
に
加
え
各

企
業
が
開
発
中
の
ワ
ク
チ
ン
が
定
期
接

種
と
な

っ
た
場
合
、
地
方
自
治
体
の
財

政
状
態
が
緊
迫
す
る
現
状
で
は
、
公
費

助
成
を
行

っ
て
い
く
の
は
か
な
り
難
し

い
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

い
ま

一
つ
は
、
予
防
接
種
法
に
組
み

入
れ
ら
れ
る
と
健
康
被
害
救
済
制
度
の

対
象
と
な
り
、
副
反
応
が
起
き
た
際
に

因
果
関
係
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
高
額
の

保
証
金
を
被
害
者
に
支
払
う
点
だ
。
さ

ら
に
、
規
定
さ
れ
た
金
額
以
外
に
も
、

被
害
者
が
国
を
訴
え
る
こ
と
が
後
を
た

た
ず
、
歴
史
が
証
明
す
る
よ
う
に
裁
判

で
国
側
が
負
け
て
し
ま
う
こ
と
が
危
惧

さ
れ
る
。

＝
　
求
め
ら
れ
る
政
治
の
り
―
ダ
ー
シ

ツ
プそ
こ
で
求
め
ら
れ
る
の
が
、
政
治
主

導
に
よ
る
立
法
化
で
あ
る
。

実
は
、
ワ
ク
チ
ン
政
策
を
取
り
巻
く

動
き
と
し
て
、
ワ
ク
チ
ン
予
防
議
連
博

（会
長
＝
坂
口
力

・
元
厚
生
労
働
省
相
）

が
０９
年
３
月
Ю
日
に
、
子
官
頸
が
ん
予

防

ワ
ク
チ
ン
の
普
及
に
関
す
る
提
言

（案
）
を
ま
と
め
た
。
同
案
で
は
、
啓
発

活
動
や
被
接
種
者
の
費
用
負
担
砥
減
策

な
ど
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
世
界
に

遅
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
指
摘
し
て
お

り
、
わ
が
国
で
も
子
宮
頸
が
ん
で
の
死

亡
率

・
催
患
率
の
減
少
が
期
待
さ
れ

た
。
こ
の
提
言
で
特
記
す
べ
き
点
は
、

日
本
に
お
け
る
ワ
ク
チ
ン
政
策
全
体
の

改
革
の
必
要
性
を
謳

っ
て
い
る
こ
と
で

あ
る
。
子
宮
頸
が
ん
予
防
ツ
ク
チ
ン
に

つ
い
て
は
、
諸
外
国
で
も
政
治
的
動
き

か
ら
接
種
推
奨

・
公
費
負
担

・
保
険
償

還
な
ど
が
決
定
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ

は
、
既
に
出
来
上
が
っ
て
い
る
ワ
ク
チ

ン
政
策
の
中
に
い
か
に
当
該
ワ
ク
チ
ン

を
付
加
す
る
か
と
い
う
動
き
で
あ
っ
た
。

こ
れ
に
対
し
て
、
日
本
の
議
連
は
ワ
ク

チ
ン
政
策
そ
の
も
の
を
根
本
的
に
見
直

す
政
治
的
動
き
で
あ

っ
た
。

ま
た
、
今
回
の
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
ワ
ク
チ
ン
騒
ぎ
で
、
日
本
の
予
防
接

種
の
あ
り
方
自
体
が
見
直
し
を
迫
ら
れ

る
と
い
う
機
運
に
な

っ
て
い
る
。
実
際

に
今
年
１
月
に
招
集
さ
れ
た
通
常
国
会

で
は
、
予
防
接
種
法
の
抜
本
改
正
や
理

念
な
ど
を
定
め
る
ワ
ク
チ
ン
基
本
法
な

ど
の
議
論
が
視
野
に
入
っ
て
き
た
．
ま

さ
し
く
、
日
本
の
ワ
ク
チ
ン
政
策
が
大

き
く
変
わ
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
。

さ
ら
に
、
ワ
ク
チ
ン
政
策
を
横
断
的

に
検
討
す
る
行
政
組
織
の
必
要
性
も
指

摘
さ
れ
て
い
る
．．
厚
労
省
健
康
局
結
核

感
染
症
課
が
事
務
局
を
務
め
る

「予
防

接
種
に
関
す
る
検
討
会
」
の
第
１８
回

（２
０
０
８
年
１２
月
２６
日
）
で
も
、
加

藤
座
長
が
、
今
後
の
ワ
ク
チ
ン
政
策
を

推
し
進
め
る
た
め
に
ワ
ク
チ
ン
で
予
防

で
き
る
疾
患
ご
と
に
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ
を
設
置
し
、
定
期
接
種
に
す
る
際

の
基
準
な
ど
の
検
討
を
行
う
意
向
を
示

し
た
。
ま
た
、
そ
の
後
の

「加
藤
私
案
」

と
題
さ
れ
た
記
事
に
よ
る
と
各
ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル
ー
プ
を
取
り
ま
と
め
る

「作

業
部
会
」
の
設
置
に
も
言
及
し
て
い
る

し
か
し
な
が
ら
、
当
該
組
織
が
で
き

た
と
し
て
も
世
の
中
は
変
わ
ら
な
い
。

そ
れ
は
、
厚
労
省
内
検
討
会
の
下
部
組

織
と
し
て
の
域
を
出
な
い
か
ら
だ
。
多

く
の
専
門
家
や
議
連
で
は
、
よ
り
総
合

的
な
議
論
が
で
き
る
組
織
の
必
要
性
を

指
摘
し
て
い
る
，
そ
れ
に
は
前
述
し
た

よ
う
に
厚
労
省
内
の
関
係
各
局

・
各

課
、
国
立
感
染
研
究
所
、
そ
し
て
関
係

―
―
ヽ
／
１
１

¬|■菫爾鰺鱚拗攀聯|:1
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学
会
な
ど
が
連
携
す
る
必
要
が
あ
る
。

操
り
返
す
が
、
日
本
に
お
け
る
疫
学
調

査
な
ど
に
基
づ
い
た
感
染
症

コ
ン
ト
ロ

ー
ル
か
ら
、
フ
ク
チ
ン
の
研
究
開
発

・

導
入

・
啓
発
活
動

・
費
用
負
担

・
副
反

応
救
済
制
度
ま
で
の
総
合
的
な
政
策
に

つ
い
て
議
論
を
深
め
る
た
め
の
体
制
作

り
が
望
ま
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
厚
労

省
内
部
で
は
、
規
制
局
と
産
業
振
興
局

を
統
合
し
た
組
織
を
作
る
の
は
難
し
い

と
い
う
意
見
が
あ
る
が
、
こ
の
ま
ま
で

は
諸
外
国
か
ら
笑
わ
れ
る
ば
か
り
か
ま

す
ま
す
国
民
と
の
隔
た
り
が
出
て
し
ま

う
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

０
　
立
法
化
の
論
点

そ
れ
で
は
立
法
措
置
や
法
改
正
ま
で

踏
み
込
ん
だ
場
合
に
何
が
課
題
に
な

り
、
ど
の
よ
う
な
法
律
が
望
ま
れ
て
い

る
の
だ
ろ
う
か
。
以
下
で
は
、
ワ
ク
チ

ン
予
防
議
連
で
今
後
の
方
向

ヽ
と
し
て
示

さ
れ
た

「
予
防
接
種
法
の
抜
本
改
正
」

と

「
ワ
ク
チ
ン
政
策
に
関
す
る
基
本
法
」

の
２

つ
に
絞
り
著
者

の
意
見
を
述

べ

′υ
。ま
ず
は
、
予
防
接
種
法
の
抜
本
改
正

で
あ
る
（．
同
法
の
歴
史
は
先
述
の
と
お

り
だ
が
、　
一
番
大
き
な
改
正
は
、
１
９

７
６
年
に
予
防
接
種
の
健
康
被
害
は
国

が
救
済
す
る

「予
防
接
種
健
康
被
書
救

済
制
度
」
が
確
立
し
た
こ
と
で
あ
る
。

こ
れ
は
感
染
症
患
者
の
減
少
に
伴
い
、

予
防
接
種
に
よ
る
健
康
被
害
の
ほ
う
が

大
き
な
社
会
問
題
と
な
っ
た
こ
と
を
受

け
て
の
改
正
で
あ
る
ｃ
同
時
に
接
種
義

務
は
緩
和
さ
れ
罰
則
も
廃
止
さ
れ
た
。

そ
し
て
１
９
９
４
年
の
改
正
で
は
、
法

に
よ
る
強
制

・
義
務
接
種
か
ら
国
民
の

努
力
規
定
と
な
り
、
集
団
義
務
接
種
か

ら
勧
奨
個
別
接
種
に
移
行
し
た
゛

し
か
し
な
が
ら
、
当
初
か
ら
現
在
に

至
る
ま
で
、
予
防
接
種
法
の
所
管
が
市

町
村
と
い
う
点
は
変
わ
ら
な
い
。
つ
ま

り
同
法
の
目
的
は
、
そ
の
第
１
条
に
あ

る
よ
う
に

「伝
染
の
お
そ
れ
が
あ
る
疾

病
の
発
生
及
び
ま
ん
延
を
予
防
す
る
た

め
に
、
予
防
接
種
を
行
い
、
公
衆
衛
生

の
向
上
及
び
増
進
に
寄
与
す
る
と
と
も

に
、
予
防
接
種
に
よ
る
健
康
被
害
の
迅

速
な
救
済
を
図
る
こ
と
」
な
の
だ
。
こ

れ
は
、
明
治
時
代
の
種
痘
の
蔓
延
を
防

ぐ
こ
と
、
及
び
公
衆
衛
生
環
境
の
改
善

を
第

一
に
考
え
た
時
代
か
ら
受
け
継
が

れ
た
理
念
で
あ
る
ｃ

ま
た
、
同
法
は
強
制
実
施
か
ら
始
ま

っ
た
た
め
、
現
在
は
、
国
民
の
努
力
規

定
や
市
町
村
の
勧
奨
に
な
っ
て
い
る
の

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
定
期
接
種
Ｉ
類
＝

麻
疹

・
風
疹
、
Ｂ
Ｃ
Ｇ
、
ポ
リ
オ
、
Ｄ

Ｔ
Ｐ

（ジ
フ
テ
リ
ア
・・
破
傷
風

・
百
日

咳
）
な
ど
の
ワ
ク
チ
ン
は
、
ほ
ぼ
１
０

０
％
の
市
町
村
で
全
額
公
費
負
担
と
さ

れ
て
い
る
。
予
防
接
種
法
第
２４
条
に
は
、

「予
防
接
種
を
受
け
た
者
又
は
そ
の
保

護
者
か
ら
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
実
費
を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き

る
」
と
あ
る
し
つ
ま
り
現
在
は
必
ず
し

も
市
町
村
が
金
額
負
担
す
る
こ
と
は
義

務
付
け
ら
れ
て
い
な
い
の
で
あ
る
。

予
防
接
種
法
を
抜
本
的
に
改
革
す
る

と
な
る
と
、
第
１
条
に
謳
わ
れ
て
い
る

「
目
的
」
が
今
の
時
代
や
新
し
い
ワ
ク

チ
ン
に
対
応
で
き
る
の
か
と
い
う
と
こ

ろ
か
ら
議
論
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

例
え
ば
、
子
宮
頸
が
ん
予
防
ワ
ク
チ
ン

が
公
衆
衛
生
的
に
そ
の
感
染
の
要
延
を

防
ぐ
も
の
で
あ
る
の
か
り
ま
た
、
市
町

村
の
衛
生
事
業
と
し
て
の
予
防
接
種
の

位
置
づ
け
や
接
種
費
用
を
全
て
市
町
村

の

一
般
財
源
に
頼

っ
た
ま
ま
で
、
将
来

的
に
も
接
種
機
会
の
格
差
は
生
じ
な
い

の
か
。
ま
た
、
新
し
い
ワ
ク
チ
ン
を
予

防
接
種
法
の
対
象
と
す
る
に
は
、
疾
病

を

一
つ
一
つ
規
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
が
、
省
令
な
ど
で
補
完
で
き
な
い
の

か
。
さ
ら
に
大
き
な
課
題
と
し
て
、
理

念
や
目
的
を
大
き
く
変
え
て
任
意
ワ
ク

チ
ン
を
す
べ

て
予
防
接
種
法
に
組
み
入

れ
る
体
系
が
作
れ
る
の
か
ど
う
か
。
こ

れ
ら
は
同
法
の
改
正
で
解
決
で
き
る
範

囲
の
課
題
と
は
と
て
も
思
え
な
い
。

同

急
が
れ
る

「
ワ
ク
チ
ン
対
策
基
本

法
」
の
策
定

そ
こ
で
ワ
ク
チ
ン
政
策
に
関
わ
る
基

本
法
の
策
定
が
求
め
ら
れ
る
の
だ
が
、

問
題
は
そ
の
コ
ン
テ
ン
ツ
だ
。

ま
ず
基
本
法
は
予
防
接
種
法
に
含
ま

れ
る
定
期
接
種
ワ
グ
チ
ン
及
び
任
意
接

種
ワ
ク
チ
ン
の
両
方
を
網
羅
す
べ
き
で

あ
り
、
わ
が
国
に
お
け
る
ワ
ク
チ
ン
政

策
の
理
念
が
示
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
米
国
の
ワ
ク
チ
ン
政
策
の
日
標
は
、

「予
防
接
種
で
予
防

で
き
る
疾
患
は
全

て
接
種
率
を
高
め
て
駆
使
す
る
」
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
く、
今
後
、
多
く
の
関
係

者
に
よ

っ
て
議
論
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る

が
、
筆
者
が
考
え
る
盛
り
込
む
べ
き
理

合
は
、
①
予
防
可
能
な
疾
病
の
減
少
に

向
け
て
、
学
術
的
研
究
の
推
進
や
ワ
ク

チ
ン
の
普
及
を
目
指
す
こ
と
、
②
ワ
ク

チ
ン
の
被
接
種
者
が
住
む
場
所
や
収
入

に
よ
ら
な
い
公
平
な
接
種
機
会
が
保
証

さ
れ
る
こ
と
、
③
効
果
と
安
全
性
情
報

の
収
集
と
提
供
、
ま
た
健
康
被
害
に
関

す
る
補
償
制
度
の
充
実
を
図
る
こ
と
、

の
３
点
で
あ
る
。

さ
ら
に
基
本
法
に
は
、
先
に
述
べ
た
、

厚
労
省
も
し
く
は
政
府
横
断
的
に
行
政

関
係
者
、
学
会
、
国
立
研
究
所
、
学
識

轟

―
本）―
‥
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経
験
者
、
患
者
団
体
や
法
律
家
そ
の
他

の
関
係
者
が
集
ま
る
協
議
会
な
ど
の
設

置
を
盛
り
込
む
べ
き
で
あ
る
。
こ
れ
は
、

２
０
０
７
年
に
制
定
さ
れ
た

「が
ん
対

策
推
進
基
本
法
」
に
も
盛
り
込
ま
れ
て

い
る
重
要
な
点
で
あ
る
。

し
か
し
、
基
本
法
が
設
定
さ
れ
て
も

課
題
は
残
る

．^
そ
の
内
容
が
国
の
省
令

や
基
本
方
針
に
ど
れ
だ
け
反
映
さ
れ
、

さ
ら
に
都
道
府
県

・
市
町
村
ま
で
浸
透

し
、
実
際
に
運
用
さ
れ
得
る
か
、
と
く

に
財
源
確
保
が
で
き
る
か
ど
う
か
は
未

知
数
だ
か
ら
で
あ
る
．
例
え
ば

「が
ん

対
策
推
進
基
本
法
」
が
制
定
さ
れ
、
国

レ
ベ
ル
の
そ
し
て
市
町
村
の

「が
ん
対

策
推
進
計
画
」
が
制
定
さ
れ
た
が
、
財

源
や
人
材
な
ど
そ
の
資
源
に
つ
い
て
は

大
き
な
問
題
が
生
じ
て
い
る
。

実
際
に
政
策
に
反
映
さ
れ
る
に
は
ま

だ
ま
だ
解
決
す
べ
き
課
題
が
あ
る
。
し

か
し
な
が
ら
各
論
は
後
回
し
で
も
よ
い

の
で
は
な
い
か
。
ま
ず
は
今
の
日
本
に

お
い
て
ワ
ク
チ
ン
政
策
の
理
念
が
明
確

に
示
さ
れ
る
こ
と
は
大
き
な
前
進
で
あ

る
と
考
え
る
。
そ
こ
で
、
具
体
的
な
立

法
素
案
を
本
稿
末
尾
に
示
し
た
の
で
御

笑
読
い
た
だ
き
た
い
ぅ

安
定
的
な
財
源
の
確
保

薩

解
決
策
バ
ー
ト
２
は
、
予
防
接
種
の

普
及
に
必
要
な
財
源
を
安
定
的
に
確
保

すヽ
る
こ
と
で
あ
る
．^
こ
こ
で
は
３
つ
の

選
択
肢
を
提
案
す
る
。

い
　
ワ
ク
チ
ン
用
の
新
し

い
資
金
源

（フ
ァ
ン
ド
）
の
確
立

ま
ず
第

一
は
、
現
行
の
公
費
負
担
を
踏

襲
し
て
ワ
ク
チ
ン
用
の
基
金

（フ
ァ
ン

ド
）
を
立
ち
上
げ
る
と
い
う
案
だ
。

任
意
接
種
の
ワ
ク
チ
ン
全
て
、
あ
る

い
は

一
定
の
基
準
を
満
た
し
た
も
の
に

対
し
て
、
ワ
ク
チ
ン
専
用
の
資
金
源
を

用
意
す
る
の
で
あ
る
．
政
府
の
重
点
課

題
と
さ
れ
て
い
る
少
子
化
対
策
、
次
世

代
育
成
な
ど
の
政
策
に
リ
ン
ク
し
て
、

子
供
た
ち
を
感
染
症
か
ら
守
り
、
死
亡

や
後
遺
症
な
ど
を
減
ら
す
こ
と
は
非
常

に
重
要
で
あ
る
。

２
０
０
３
年
に
次
世
代
育
成
支
援
対

策
増
進
法
が
制
定
さ
れ
、
児
童
手
当
交

付
金
に
平
成
２０
年
度
予
算
で
４
３
５
７

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
．
と
す
れ
ば

そ
の

一
部
で
ワ
ク
チ
ン
接
種
用
フ
ァ
ン

ド
を
設
立
し
て
も
国
民
的
同
意
は
得
ら

れ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
っ
少
子
化

社
会
対
策
基
本
法
や
、
立
法
化
が
検
討

さ
れ
て
い
る
小
児
保
険
法
な
ど
を
根
拠

法
と
し
て
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
政
策
を
進

め
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
だ
ろ
う
。

ま
た
、
日
本
で
申
請
中
の
子
宮
頸
が

ん
を
予
防
す
る
Ｈ
Ｐ
Ｖ
ワ
ク
チ
ン
な
ど

は
、
死
亡
率
を
削
減
で
き
る
数
少
な
い

方
法
の

一
つ
と
し
て
、
特
別
な
フ
ァ
ン

ド
を
設
立
し
て
も
良
い
の
で
は
な
い
か

と
考
え
る
く．
そ
の
場
合
で
も
、
他
の
重

要
な
任
意
接
種
ワ
ク
チ
ン
、
た
と
え
ば

小
児
用
の
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン
や
聾
び

ワ
ク
チ
ン
な
ど
に
対
す
る
資
金
源
も
用

意
し
な
け
れ
ば
、
根
本
的
な
問
題
解
決

に
は
な
ら
な
い
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な

い
。
ま
ぉず
は
、
ア
メ
リ
カ
の
よ
う
に

一

定
以
下
の
収
入
水
準
に
あ
る
家
庭
の
子

供
た
ち

へ
の
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
た
め
の

フ
ァ
ン
ド
を
作
る
こ
と
も

一
案
で
は
な

か
ろ
う
カー
）

０
　
公
的
保
険
制
度
へ
の
組
み
込
み

第
二
は
わ
が
国
も
フ
ラ
ン
ス

・
ド
イ

ツ
の
例
に
な
ら
っ
て
ワ
ク
チ
ン
を
予
防

的
治
療
と
見
な
し
て
、
公
的
保
険
の
給

付
対
象
に
す
る
方
法
で
あ
る
で．

ワ
ク
チ
ン
は
、
原
則
的
に
保
険
適
用

に
は
な
ら
な
い
が
、　
一
部
に
は
例
外
も

あ
る
。
高
齢
者
の
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン

を
婢
臓
摘
出
後
の
感
染
予
防
に
使
用
す

る
場
合
や
、
Ｂ
型
肝
炎
ワ
ク
チ
ン
を
母

子
の
垂
直
感
染
予
防
に
使
用
す
る
場
合

な
ど
、
接
種
の
対
象
者
が
確
定
で
き
る

も
の
に
関
し
て
は
、
公
的
保
険
制
度
下

で
償
還
さ
れ
て
い
る
の
だ
。

確
か
に
健
康
保
険
法
の
第
１
条
に
は

「
こ
の
法
律
は
、
労
働
者

の
業
務
外
の

事
由
に
よ
る
疾
病
、
負
傷
若
し
く
は
死

亡
又
は
出
産
及
び
そ
の
被
扶
養
者
の
疾

病
、
負
傷
、
死
亡
又
は
出
産
に
関
し
て

保
険
給
け
を
行
い
、
も

っ
て
国
民
の
生

活
の
安
定
と
福
祉
の
向
上
に
寄
与
す
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
」
と
あ
り
、
予
防

給
付
と
い
う
文
字
は
な
い
。
さ
ら
に
給

付
内
容
を
詳
細
に
規
定
し
た
第
５２
条
に

も
予
防
給
付
と
い
う
文
字
は
見
つ
か
ら

一な
い
。
ワ
ク
チ
ン
な
ど
の
予
防
目
的
の
医
療

行
為
を
公
的
保
険
に
組
み
入
れ
る
場
合

に
法
改
正
が
必
要
な
の
か
、
そ
れ
と
も

解
釈
の
仕
方
で
可
能
な
の
か
。
そ
の
答

え
は
専
門
家
の
判
断
を
伴
う
が
、
「
予

防
給
付
は
公
的
保
険
の
対
象
外
」
と
い

う
見
方
は
、
時
代
錯
誤
も
著
し
い
の
で

は
な
い
か
。
確
か
に
予
防
医
療
を
公
的

保
険
の
対
象
に
す
る
と
、
因
果
関
係
の

な
い
も
の
ま
で
対
象
と
な
り
、
際
限
が

な
く
な
る
と
い
う
意
見
も
あ
る
．^
こ
れ

は
混
合
診
療
の
問
題
が
未
だ
に
解
決
し

な
い
こ
と
に
本
質
的
に
類
似
し
て
い
る
。

し
か
し
、
「予
防
に
勝
る
良
薬
な
し
」

で
あ
る
な
ら
ば
、
予
防
と
病
気
の
因
果

関
係
を
証
明
す
る
デ
ー
タ
や
基
準
を
示

せ
ば
よ
い
こ
と
で
は
な
い
か
ｃ
ワ
ク
チ

‐―
ゝ
Ｉ
‐
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ン
は
、
因
果
関
係
が
明
確
で
あ
り
、
予

防
す
る
こ
と
に
よ
り
将
来
の
社
会

コ
ス

ト
が
削
減
で
き
る
と
い
う
医
療
経
済
の

デ
ー
タ
も
蓄
積
さ
れ
て
い
る
。
過
去
に

何
度
か
フ
ク
チ
ン
を
公
的
保
険
適
用
に

で
き
な
い
か
と
い
う
声
も
上
が
っ
て
い

た
と
聞
く
が
、
国
の
研
究
会
や
国
会
な

ど
で
の
本
格
的
な
政
策
的
議
論
に
は
つ

な
が

っ
て
い
な
い
。

た
だ
し
、
健
康
保
険
法
を
変
え
な
く

て
も
、
保
険
適
用
す
る
道
も
あ
る
の
で

は
な
い
か
。
例
え
ば
、
例
外
的
に
保
険

適
用
さ
れ
て
い
る
ワ
ク
チ
ン
や
二
次
予

防
的
に
使
用
さ
れ
る
医
薬
品
の
共
通
点

は
、
そ
れ
ら
の
投
与

・
接
種
対
象
者
が

限
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
だ
Э
特
に
ワ
ク

チ
ン
は
、
接
種
の
推
奨
年
齢
を
限
定
す

る
こ
と
が
多
い
。
例
え
ば
、
水
痘
ワ
ク

チ
ン
、
雲
げ
ワ
ク
チ
ン
で
あ

れヽ
ば
１
～

２
歳
、
子
宮
頸
が
ん
予
防
ワ
ク
チ
ン
は
、

Ｈ
～
‐４
歳
で
の
接
種
が
推
奨
さ
れ
て
い

る
。
こ
の
よ
う
に
年
齢
を
限
定
し
た
形

で
の
保
険
適
用
に
す
れ
ば
、
全
体
の
予

算
も
抑
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

ま
た
、
日
本
の
公
的
医
療
制
度
の
法

的
給
付
に
は
医
療
給
付
と
現
金
給
付
が

あ
る
が
、
ワ
ク
チ
ン
も
出
産

一
時
金
や

疾
病
手
当
金
と
同
様
に
現
金
給
付
で
後

に
償
還
す
る
よ
う
に
工
夫
す
れ
ば
、
薬

価
と
し
て
現
物
給
付
さ
れ
る
よ
り
も

ハ

―
ド
ル
が
低
い
か
も
し
れ
な
い
ぅ

さ
ら
に
、
過
去
に
は
予
防
医
療
の
う

ち

「検
診
」
を
公
的
保
険
に
組
み
込
む

べ
き
と
い
う
議
論
も
さ
れ
た
よ
う
だ
が
、

こ
れ
も
実
現
は
し
て
い
な
い
゛
し
か
し
、

現
行
の
診
療
報
酬
点
数
表
を
み
る
と
、

脂
質
異
常
症
、
糖
尿
病
、
高
血
圧
症
に

限
定
し
た
生
活
習
慣
病
指
導
管
理
料
の

よ
う
に

「予
防
的
給
付
」
を
実
施
し
て

い
る
ケ
ー
ス
も
散
見
さ
れ
る
。
で
あ
れ

ば
予
防
ワ
ク
チ
ン
に
つ
い
て
も
限
局
的

な
適
用
拡
大
を
検
討
し
て
も
よ
い
の
で

は
な
い
か
。
い
ず
れ
に
し
て
も
予
防
医

療
を
保
険
適
用
に
す
る
に
は
、
数
多
く

の
関
係
者
、
と
く
に
厚
生
労
働
省
の
内

部
に
深
く
根
付
い
て
い
る
意
識
を
変
え

る
こ
と
が
不
可
欠
と
考
え
る
。

”

Ｍ
Ｓ
Ａ
の
創
設

第
３
は
、
こ
れ
ま
で
色
々
な
と
こ
ろ

で
主
張
し
て
き
た
が
、
Ｍ
Ｓ
Ａ

（〓
＆
・

″
”【
∽
マ
一員

＞
●
８
目
↓

を
疾
病
予
防

の
財
源
に
し
て
は
ど
う
だ
ろ
う
か
，

Ｍ

Ｓ
Ａ
は
自
ら
の
日
座
に
将
来
の
医
療
費

を
強
制
的
に
貯
蓄
す
る
制
度
で
、
多
く

の
非
課
税
メ
リ

ッ
ー、．
が
あ
る
。
郵
便
貯

金
の
実
態
を
調
べ
る
と
、
預
金
が
９
０

０
万
円
を
超
え
る

”高
額
“
預
金
者
が

６
４
０
万
人
に
上
る
な
ど
、
依
然
と
し

て
政
府
保
証
が
付
さ
れ
、
「
１
０
０
％

安
全
」
で
あ
る
こ
と
へ
の
信
頼
が
根
強

い
こ
と
が
わ
か
る
。
し
か
し
、
い
わ
ゆ

る
高
齢
者

マ
ル
優
制
度
も
２
０
０
６
年

１
月
に
廃
止
さ
れ
、
郵
便
貯
金
が
現
在

有
効
に
活
用
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
考

え
る
と
Ｍ
Ｓ
Ａ
導
入
は
消
費
拡
大
効
果

も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

国
は
、
医
療
構
造
改
革
の
柱
に
生
活

習
慣
病
予
防
を
挙
げ
、
そ
の
具
体
的
取

り
組
み
と
し
て
、
都
道
府
県
の
健
康
増

進
計
画
を
充
実
、
さ
ら
に
被
保
険
者
に

対
す
る
健
診
と
保
健
指
導
を
保
険
者
に

義
務
づ
け
た
＾
そ
の
意
図
は
わ
か
ら
な

く
は
な
い
が
、
予
防
医
療
に
つ
い
て
は
、

健
康
診
断
、
事
後
指
導
と
い
っ
た
従
来

か
ら
の
対
策
以
外
に
、
個
人
の
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
プ
を
活
か
し
た
対
策
が
必
要
で

あ
る
。
例
え
ば
、
税
金
の
医
療
費
控
除

制
度
を
拡
大
し
て
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。

現
在
、
薬
局
で
買

っ
た
治
療
薬
代
や
通

院
の
た
め
の
交
通
費
も
含
め
て
申
告
で

き
る
の
に
、
人
間
ド
ッ
ク
や
ワ
ク
チ
ン

接
種
は
控
除
の
対
象
外
で
あ
る
＾
国
が

疾
病
予
防
に
力
を
入
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、

こ
う
い
っ
た
分
野
こ
そ
控
除
の
対
象
と

す
べ
き
で
あ
る
。

結
び
に
代
え
て

以
上
、
本
稿
で
は
、
わ
が
国
の
ワ
ク

チ
ン
を
取
り
巻
く
現
状
と
課
題
、
そ
し

て
そ
の
あ
り
方
に
つ
い
て
述
べ
て
き
た
。

最
も
留
意
す
べ
き
は
、
今
後
５
年
以

内
に
新
し
い
ワ
ク
チ
ン
が
次
々
を
開
発

さ
れ
使
用
可
能
に
な

っ
て
も
、
そ
れ
ら

は
任
意
接
種
に
分
類
さ
れ
、
推
奨
や
公

費
負
担
の
仕
組
み
が
な
い
と
い
う
こ
と

で
あ
る
。
任
意
接
種
は
そ
の
言
葉
の
と

お
り
、
「接
種
す
る
の
も
し
な
い
の
も
個

人
の
勝
手
」
と
い
う
い
わ
ば

”ほ
っ
た

ら
か
し
の
ワ
ク
チ
ン
“
な
の
で
あ
る
。

現
在
で
も
、
限
ら
れ
た
自
治
体
が
、
啓

発
活
動
や

一
部
公
費
助
成
を
し
て
い
る

が
、
収
入
や
住
む
場
所
に
よ

っ
て
フ
ク

チ
ン
を
含
む
予
防
医
療
が
受
け
ら
れ
な

い
と
い
う

”接
種
格
差
“
は
避
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
予
防
接
種
法
に
組
み

入
れ
る
に
し
て
も
、
新
し
い
フ
ァ
ン
ド

を
作
る
に
し
て
も
、
公
的
保
険
制
度
に

組
み
入
れ
る
に
し
て
も
、
財
源
を
地
方

自
治
体
の

一
般
財
源
に
頼
る
仕
組
み
で

は
、
い
つ
ま
で
た
っ
て
も
解
決
し
な
い
。

実
際
、
疾
病
予
防
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
代

表
で
あ
る
検
診
は
全
て
の
自
治
体
で
実

施
さ
れ
て
い
る
が
検
診
率
は
す
こ
ぶ
る

低
い
。
自
治
体
の
財
政
状
態
が
緊
迫
し

て
い
る
の
で
、
費
用
負
担
を
考
え
る
と

検
診
率
を
上
げ
た
く
な
い
と
い
う
事
情

が
垣
問
見
え
る
の
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
ま
ず
は́
、
①
ど
ん
な
ワ
ク

藝
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【注】
13)200諄 12月 25日にワクチン産業ビジョン推進員会(座長:倉 Iヨ毅・

国立富山衛生研究所長)が 8カ月ぶりに開かれ、P昆合ワクチン」を目

本でも開発するためにワーキングクツレープの設置が承認された。混合
ワクチンとは、複数のワクチンを混ぜて一度に接種できるワクチン(90
年代半ば頃から海外では次 と々開発されている。例えlま DTP(ジフ

テリア・破傷風。百日咳)に II〉 V(ポリオ)やHわ (ヘモ″リスイン刀レエン

ザb菌 )などを混合したDTP‐IⅣ‐Hib(5混 ワクチン)や、MR(麻疹・風
疹)に M(おたふく風邪)やV(水痘)を混合したMMRV(4混ワクチン)な
どである。混合fヒのメリットとして、ワクチン供給の利便性や接種率の

向上、コスト削減や予ITJ接種スケジュ→レに余裕ができること(予防接

鶴を受1)るべき時期を年齢別に示した予定表)などが挙げられる。端

的に言え|ま 」ヽさな子供が別 に々ワクチン接種を行え|ま 12回響をささ

なければならないが、混合化により3分の1程度に減らすことができる。

また、国内外の企業間連携が進む可能性もある。

14)「 17クチンを活用して疾病の予防、罹患率の減少を目指し、国民の

健康増進を推進する議員の会(ワクチン予防議連)」 力ヽ)8年 12月 19日

に発足ヒ́た。当初は、子宮頸がん予防ワクチンにつtヽて議論を進め、

09年3月には提言をまとめたが、IIt在は休眠状態。また、去る衆議院

選挙でもワクチンについては党派を問わずマニョフェストに盛り込まれ

た。政権交代によぅてその動向が注日さオ1るが、今後のワクチン政策、

とぐこ費用負担につしての政策を推し進める役割が期待さオ1る。

15)予防接種に関する検討会では、今後のワクチン政策を推し進める
ためにワクチンで予防できな疾患ごとにワーキン″カレ・̂プを設置し、定

期接種への導入の際の基準などの検討を行うという意向が示された。

また、米国の予防接種に関する諮問機関であるACIPの紹介や米国
におけるワクチンの費用負担などの現状の報告があった。ACIPでも疾

病ごとのワーキノリリヽレープが設置さオ1、 当該リクチンの感染症対策に

おける意義などが議論され、そのワクチンを推奨するか否か決定がな

されている。

16)シンガポーリレでは国民すべてに口座問設を義務づけ、同口座に社
会保障費を強制貯薔させ、CPF(Centは I PrOvident Fund、 中央積

立基金)がこれを運用するというtL組ふを採用している。CPI「 Li座に

は個人の①一般口座、0メ元セーブロ座、③特別口座が設けらオて

おり、労使一定の負担割合で賃金の一部が積み立てられる。一般口

座は住宅取得、投資信託、保険商品、大学教育ロース両親の退職

年金口座への積み立てに用いられている。メカセーブロ座は人院医

療費と一定の外来医療費の支払いに充てられ、特別口座は高齢者
の午金や臨時出費{災害事故)に使わオ1る。CPF口座は運用益が非

課税の上、個人別に管理さJほ 取り崩さなかった残額は非課税(´定

の上限あり)で相続することも可能である。また負担能力がない低所

得者に対しては公賢から一定の社会保障費が支給される。
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8 第二項から第五項までの規定は、ヮクチン政策
推進基本計画の変更について準用する。

(関係行政機関への要請 )

第十条 厚生労働大臣は、必要があると認めるとき
は、関係行政機関の長に対して、ワクチン政策推進

基本計画の策定のための資料の提出又はワクチン政

策推進基本計画において定められた施策であって当

該行政機関の所管に係るものの実施につもヽて、必要

な要請をすることができる。

(都道府県ワクチン政策推進基本計画)

第十一条 都道府県は、ワクチン政策推進基本計画
を基本とするとともに、当該都道府県における技接

種者およびその保護者に対するワクチン情報などの

提供の状況等を踏まえ、当該都道府県におけるワク

チン政策の推進に関する計画 (以下「都道府県ワク

チン政策推進基本計画」という。)を策定しなけれ
,ゴならなtヽ c

2 都道府県ワクチン政策推進基本計画は、定期接
種に関しては予防接種法予防法 (F召和二十三年法律

第 xx号 )第 xx条第 x項に規定するxx計画、そ
の他の法令の規定による計画であって予防接種、健

康被害救済制度又はその他の予防接種に関する事項

を定めるものと調和が保たれたものでなけオtばなら

ない。

3 都道府県は、都道府県ワクチン政策推進基本計
画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

オしばならない。

4 都道府県は、当該都道府県におけるワクチンに
関する状況の変化を勘案し、及び当該都道府県にお

けるワクチン政策の効果に関する評価を踏まえ、少

なくとも五年ごとに、都道府県ワクチン政策推進基

本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、

これを変更しなければならない。

5 第二項の規定は、者
`道

府県ワクチン政策推進計

画の変更について準用する。

第二章 基本的施策
第一節 ワクチンに関わる疫学調査などの充実
(ワ クチン政策の評価に係る調査の充実)

第十二条 国及び地方公共団体は、感染症管理及び
ワクチン政策の評価の基礎となる疫学調査などのサ

ーベイランス機能の充実のために必要な施策を講ず

るものとする。また、専門的な知識及び技能を有す

る研究者の育成を行う。

第二節 ワクチンの普及
(ワ クチンの啓発普及)

第十三条 国及び地方公共団体は、ワクチンの効果
及び安全性、ワクチンに係わる情報の提供などワク

チンに関する啓発及び知識の普及に努めなければな

らない。

淋
灘

(ワ クチンの費用負担)

第十四条 国及び地方公共団体は、フクチンの被接
種者がその居住する地域にかかわらず等しくワクチ

ン接種を受けることができるよう、被接種者の負担

の軽減のために必要な施策を講ずるものとする。

(ワ クチン接種に関する健康被害救済 )

第十rLA 国及び地方公共団体は、ワクチンに関連
した健康被害に関する情報の収集及び提供を行う体

制を整備するために必要な施策を講ずるとともに、

ワクチンの技接種者及びその家族に対する相談支援

等を推進するために必要な施策を講ずるものとする。

2 国及び地方公共団体は、ワクチン接種により生
じた健康被害の状況を把握し、分析するための取組

を支援すると共に必要な補償を講ずるものとする。

定期接種フクチンに関しては、予防接種法xxxに
基づき補償を行う。

第二節 研究の推進等       .
第十六条 国及び地方公共団体は、疫学調査などの
感染症の管理、ワクチン基礎研究、及びFFl発 が促進

され、並びにその成果が活用、普及されるよう必要

な施策を講ずるものとする。

2 回及び地方公共団体は、感染ヵF予防を行う上で
特に必要性が高いフクチンの早期の薬事法 (昭和三

十五年法律第百四十五号)の規定による製造販売の

承認に資するようその治験が選連かつ確実に行わオt、

並びにワクチン研究開発に係る標準的な臨床研究が

円滑に行われる環境の整備のために必要な施策を講

ずるものとする。     _

第四章 ワクチン政策推進協議会
第十七条 厚生労働省に、ワクチン政策推進基本計
画に関し、第九条第四項 (同条第 x項において準用

する場合を含む。)に規定する事項を処理するため、
ワクチン政策推進協議会 (以下「協議会」という。)

を置く,

第十八条 協議会は、政府、学会、学誠経験者、お
よびその他の関係者で組織する。

2 協議会の委員は、厚生労働省内の今後のワクチ
ン政策を総合的に議論するための関係部署、ワクチ

ン接種に従事する者、関連の学会、学識経験者、及

びその他の関係者のうちから、厚生労働大臣が任命

する。

3 協議会の委員は、非常elJとする。
4 前三項に定めるもののほか、協議会の組織及び
運営に関し必要な事項は、政令で定める。

附 則 抄
(施行期日)

第一条 この法律は、平成 x xttxtt x日 から施行
する。
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かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。

(医療保険者の責務)

第五条 医療保険者は、国及び地方公共団体が講ず
るワクチン接種に関する啓発及び知識の普及啓発等

の施策に協力するよう努めなけオlばならない。

(国民の責務 )

第六条 国民は、フクチンの効果と安全性に関する
正しい知識を持ち、ワクチン接種に必要な知識の収

集に努めるとともに、必要なワクチンを受けるよう

努めなければならない。

(医師「等の責務)

第七条 医師その他の医療関係者は、国及び地方公
共団体が講ずるワクチン政策に協力し、ワクチンの

正確な情報提供をするよう努めるとともに、公衆衛

生上の重要性を深く認識し、ワクチン接種を行うよ

う努めなければならないっ

(法制上の措置等 )

第八条 政府は、ワクチン政策を実施するため必要
な法制lL又は財政 Lの措置その他の措置を講じなけ

ればならなヽヽ。

第二章 ワクチン政策推進基本計画等
(ワ クチン政策推進基本計画)

第九条 政府は、フクチン政策の総合的かつ計画的
な推進を図るため、ワクチン政策の推進に関する基

本的な計画 (以下「ワクチン政策推進基本計画」と

いう。)を策定しなければならない。
2 フクチン政策推進基本計画に定める施策につい
ては、原則として、当該施策の具体的な目標及びそ

の達成の時期を定めるものとする。

3 厚生労働大臣は、ワクチン政策推進基本計画の
実を作成し、閣議の決定を求めなければならないシ

4 厚生労働大臣は、ツクチン政策推進基本計画の
案を作成しようとするときは、関係行政機関の長と

協議するとともに、ワクチン政策推進協議会の意見

を聴くものとする。

5 政府は、ワクチン政策推進基本計画を策定した
ときは、遅滞なく、これを国会に報告するとともに、

インターネットの利用その他適切な方法により公表

しなければならないぅ

6 政府は、適時に、第二項の規定により定める日
標の達成状況を調査し、その結果をインターネット

の利用その他適切な方法により公表しなければなら

ない←

7 政府は、ワクチン政策に関する状況の変化を勘
案 し、及びワクチン政策の効果に関する評価を踏ま

え、少なくとも二年ごとに、ワクチン政策推進基本

計画に検討を加え、必要があると認めるときには、

これを変更しなけれ:ぎならない。

ワクチン政策基本法 (案 )

第一章 総則
第二章 ワクチン政策推進基本計画等
第二章 基本的施策
第一節 ワクチンに関わる疫学調査などの充実
第二節 ワクチンの普及
第二節 研究の推進等
第四章 ワクチン政策推進協議会
附員J

第一章 総則
(目 的)

第一条 この法律は、我が国のフクチン政策が予防
接種法などの取り組みにより進展し、成果を収めて

きたものの、任意接種ワクチンについては、その運

用、政策などにおいて普及が充分ではなく、予防可

能な疾病が未だわが国で発生しているという現状に

かんがみ、ワクチン政策の一層の充実を図るため、

ワクチン政策に関し、基本理念を定め、国、地方公

共団体、医療保険者、国民及び医師等の責務を明ら

かにし、並びにワクチン政策の推進に関する計画の

策定について定めるとともに、フクチン政策の基本

となる事項を定めることにより、ワクチン政策を総

合的かつ計画的に推進することを目的とする。なお、

ここで言うワクチンとは、予防接種法に規定された

定期接種ワクチンならびにそオt以外の任意接種ワク

チンの両方を含む。

(基本理念 )

第二条 ワクチン政策は、次に掲げる事項を基本理
念として行われなければならない。
… 予防可能な疾病の発症率減少を日指し、ワクチ
ンに関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進

するとともに、ワクチンの研究等の成果を普及し、

活用し、及び発展させること.

ニ ワクチンを受ける被接種者がその居住する地域
にかかわらず等しく適切なヮクチン接種を受けるこ

とができるようにすること。

三 ワクチン接種に関してその安全性と効果、及び
ワクチンに係る情報が充分に提供される体制の整備

ならびに、健康被害に対する補償の充実がなされる

こと。

(国の責務)

第二条 国は、前条の基本理念 (次条において「基
本理念」という。)にのっとり、ワクチン政策を総
合的に策定し、及び実施する責務を有する。

(地方公共団体の責務)

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、ワ
クチン政策に関し、国との連携を図りつつ、自主的

―
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(三谷委員提出)

中期的な制度改革の検討テーマについて

中期的な制度改革の検討テーマとして、下記項目を含む大きなテーマ 5～ 6項 目程

度に絞つて議論することを提案します。

1.医療財源の多様化

(1)医療保険財源のみでは限界

(2)混合診療を解禁しても、高度先進医療の費用を患者自己負担に委ねた場合は、新規技術

の普及が進まない。研究費や民間保険などによる財源ミックスを検討すべき

2.医療の産業政策立案・決定プロセスの見直 し

(1)医療産業政策への政権のコミットメント

(2)薬事規制、医療保険政策、科学技術政策の連携確保

3.日本の医療の中核 を担 う急性期病院の立て直 し

(1)診療報酬体系の見直し

(2)電子カルテ共有などによる地域医療連携 (ICTの活用、地方分権)

(3)医療クラークの活用による医師の負担軽減 (看護師の診療補助業務との住み分け)

以  上



参考資料 3

新成長戦略 (基本方針)～輝きのある日本へ～
(平成 21年 12月 30日 閣議決定)

(分科会・WG関連部分抜粋)
2.6つの成長分野の基本方針と目標とする成果

みを生かす成

(1)グ リー ン ロイノベー シ ョンによる環境 ロエネルギー大国戦略
(グ リーン・イノベーションによる成長とそれを支える資源確保の推進 )

電力の固定価格買取制度の拡充等による再生可能エネルギー (太陽光、風

力、小水力、バイオマス、地熱等)の普及拡大支援策や、低炭素投融資の促
進、情報通信技術の活用等を通じて日本の経済社会を低炭素型に革新する。

(中略)蓄電池や次世代自動車、火力発電所の効率化、情報通信システムの
低消費電力化など、革新的技術開発の前倒 しを行う。さらに、モーダルシフ

トの推進、省エネ家電の普及等により、運輸 口家庭部門での総合的な温室効

果ガス削減を実現する。

電力供給側と電カユーザー側を情報システムでつなぐ日本型スマー トグリ

ッドにより効率的な電力需給を実現し、家庭における関連機器等の新たな需要

を喚起することで、成長産業として振興を図る。さらに、成長する海外の関連

市場の獲得を支援する。

リサイクルの推進による国内資源の循環的な利用の徹底や、レアメタル、

レアアース等の代替材料などの技術開発を推進するとともに、総合的な資源

エネルギー確保戦略を推進する。

(老朽化した建築物の建替え・改修の促進等による「緑の都市」化)

老朽化し、温室効果ガスの排出や安全性の面で問題を抱えるオフィスビル等

の再開発・建替えや改修を促進するため、必要な規制緩和措置や支援策を講じ

る。

(地方から経済社会構造を変革するモデル)

公共交通の利用促進等による都市・地域構造の低炭素化、再生可能エネルギ

ーやそれを支えるスマー トグリッドの構築、適正な資源リサイクルの徹底、情

報通信技術の活用、住宅等のゼロエミッション化など、エコ社会形成の取組を

支援する。そのため、規制改革、税制のグリーン化を含めた総合的な政策パッ

ケージを活用 しながら、環境、健康、観光を柱とする集中投資事業を行い、自

立した地方からの持続可能な経済社会構造の変革を実現する第一歩を踏み出

す。



(2)ライフ・イノベーションによる健康大国戦略
(医療 口介護・健康関連産業を成長牽引産業へ)

高い成長と雇用創出が見込める医療口介護・健康関連産業を日本の成長牽引

産業として明確に位置付けるとともに、民間事業者等の新たなサービス主体の

参入も促進し、安全の確保や質の向上を図りながら、利用者本位の多様なサー

ビスが提供できる体制を構築する。誰もが必要なサービスにアクセスできる体

制を維持しながら、そのために必要な制度・ルールの変更等を進める。

(日本発の革新的な医薬品、医療 口介護技術の研究開発推進)

安全性が高く優れた日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発を

推進する。産官学が一体となつた取組や、創薬ベンチャーの育成を推進し、新

薬、再生医療等の先端医療技術、情報通信技術を駆使した遠隔医療システム、

ものづくり技術を活用した高齢者用パーソナルモビリティ、医療・介護ロボッ

ト等の研究開発 口実用化を促進する。その前提として、ドラッグラグ、デバイ

スラグの解消は喫緊の課題であり、治験環境の整備、承認審査の迅速化を進め

る。

(アジア等海外市場への展開促進)

医療・介護・健康関連産業は、今後、高齢社会を迎えるアジア諸国等にお

いても高い成長が見込まれる。医薬品等の海外販売やアジアの富裕層等を対

象とした健診、治療等の医療及び関連サービスを観光とも連携して促進して

いく。また、成長するアジア市場との連携 (共同の臨床研究 口治験拠点の構

築等)も 目指していく。

(不安の解消、生涯を楽しむための医療・介護サービスの基盤強化 )

既存の制度や供給体制は、近年の急速な高齢化や医療技術の進歩、それに伴

う多様で質の高いサービスヘの需要の高まり等の環境変化に十分に対応でき

ていない。 (中略)具体的には、医師養成数の増加、勤務環境や処遇の改善に
よる勤務医や医療 口介護従事者の確保とともに、医療 口介護従事者間の役割分

担を見直す。



フロンティアの開拓による成

(3)ア ジア経済戦略
～「架け橋国家」として成長する国・日本～

(日 本の「安全 口安心」等の制度のアジア展開)

スマー トグリッド、燃料電池、電気自動車など日本が技術的優位性を有して

いる分野においては、特に戦略的な国際標準化作業を早急に進める。

(アジア市場一体化のための国内改革、日本と世界とのヒトロモノ・カネの

流れ倍増)

ヒト・モノ・カネの日本への流れを倍増させることを目標とし、例えば、そ

の流れの阻害要因となつている規制を大胆に見直すなど、日本としても重点的

な国内改革も積極的に進める。

(4)観 光立国・地域活性化戦略
～農林水産分野の成長産業化～

(課題が山積する農林水産分野)

農林水産分野については、食の安全・安心確保、食料自給率の低下、農林

水産業者の高齢化・後継者難、低収益性等、将来に向けての課題は山積して

いるものの、我が国の「食」の目指すべき姿や具体的方針が定まらず、消費

者、生産者ともに不安に陥っているのが現状である。

(「地域資源」の活用と技術開発による成長潜在力の発揮)

いわゆる6次産業化 (生産・加工・流通の一体化等)や農商工連携、縦割り
型規制の見直し等により、農林水産業の川下に広がる潜在需要を発掘し、新た

な産業を創出していく。

(森林・林業の再生)

戦後植林した人工林資源を持続可能な形で本格的に利用するため、国産材

利用の環境面での効用に対する理解を深めていくとともに、路網の整備、森

林管理の専門家 (フォレスター)等の人材の育成、間伐材を始めとした国産
材の利用の拡大、木質バイオマスとしての活用等を柱として、森林・林業の

再生を図り、木材自給率を 50%以上に向上させることを目指す。

～ス トック重視の住宅政策への転換～

(住宅投資の活性化)

住宅投資の効果は、住宅関連産業が多岐にわたり、家具などの耐久消費財ヘ

の消費などその裾野が広いことから、内需主導の経済成長を実現するためには、

今後とも住宅投資の促進は重要な課題である。

このため、1,400兆円の個人金融資産の活用など住宅投資の拡大に向けた資

金循環の形成を図るとともに、住宅金融・住宅税制の拡充等による省エネ住宅

の普及など質の高い住宅の供給の拡大を図る。



(中古住宅の流通市場、リフォーム市場等の環境整備 )

また、「住宅を作つては壊す」社会から「良いものを作つて、きちんと手入

れして、長く大切に使う」という観点に立ち、1,000兆円の住宅・土地等実物

資産の有効利用を図る必要がある。このため、数世代にわたり利用できる長期

優良住宅の建設、適切な維持管理、流通に至るシステムを構築するとともに、

消費者が安心して適切なリフォームを行える市場環境の整備を図る。また、急

増する高齢者向けの生活支援サービス、医療・福祉サービスと一体となつた住

宅の供給を拡大するとともに、リバースモーゲージの拡充・活用促進などによ

る高齢者の資産の有効利用を図る。さらに、地域材等を利用した住宅 口建築物

の供給促進を図る。

これらを通じて、2020年までに、中古住宅流通市場やリフォーム市場の規

模を倍増させるとともに、良質な住宅ス トックの形成を図る。

(住宅・建築物の耐震改修の促進 )

現在、我が国の既存住宅ス トック約4,700万戸のうち、約25%に当たる1,150

万戸 が耐震性不十分と言われている。2036年までに70%の確率で首都直下
地震が起こると言われており、阪神・淡路大震災の被害を考えれば、尊い人命

が住宅等の全壊・半壊による危機にさらされているのが現状である。

このため、住宅等の耐震化を徹底することにより、2020年までに耐震性が不
十分な住宅の割合を5%に下げ、安全・安心な住宅ス トックの形成を図る。


